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実地指導等における主な指摘事項 

 

※ 下線は複数の事業所で指摘した事項 

【居宅介護支援】 

１．運営に関する事項 

（個人情報） 

① サービス担当者会議等において利用者の家族の個人情報を用いる場合は、当該利用者

の家族の同意を得ること。 

 

（勤務体制） 

② 従業者の勤務体制について、月ごとの勤務表を作成し、介護支援専門員の日々の勤務

時間、常勤・非常勤の別、管理者との兼務関係などを明確にすること。また、他の職と

兼務する職員の場合、指定居宅介護支援に係る勤務時間を明確に区分すること。 

 

（研修） 

③ 介護支援専門員の資質の向上のために、その研修の機会を確保し、研修についての記

録を保存すること。 

 

（ハラスメント） 

④ 職場において行われる性的な言動又は優越的な関係を背景とした言動であって業務

上必要かつ相当な範囲を超えたものにより担当職員の就業環境が害されることを防止

するための必要な措置を講じること。また次の内容については特に留意すること。 

ア 事業主の方針等の明確化及びその周知・啓発 

イ 相談（苦情を含む。）に応じ、適切に対応するために必要な体制の整備 

（補足等） 

①について、サービス担当者会議等において、利用者の個人情報を用いる場合は、当該

利用者の同意をあらかじめ文書により得ておかなければならない。また利用者の家族の個

人情報を用いる場合は別途当該家族の同意を得ておかなければならない。 

④について、中小企業（医療・介護を含むサービス業を主たる事業とする事業主につい

ては資本金が 5000 万円以下又は常時使用する従業員の数が 100 人以下の企業）も、令和４

年４月１日からパワーハラスメント防止のための事業主の方針の明確化等の措置が義務化

されたため、全ての事業主において必ず措置を講じること。 
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２．介護報酬の算定及び取扱いに関する事項 

（加算算定） 

① 入院時情報連携加算の算定について、入院先の医療機関の職員に対して行う情報提供

を算定要件の期限内に行うこと。 
② 入院時情報連携加算の算定において、次の事項に留意すること。 
ア 情報提供を行った日時、場所（医療機関へ出向いた場合）、内容、提供手段（面談，

ＦＡＸ等）等について居宅サービス計画等に記録すること。 
イ 利用者が入院した日を記録すること。 

③ 退院退所加算（Ⅰ）ロ又は（Ⅱ）ロ若しくは（Ⅲ）の算定において、利用者が病院又

は診療所から退院する場合は、次の事項に留意すること。 
ア 利用者に係る必要な情報の提供をカンファレンスにより受けている場合、当該カン

ファレンスの出席者が診療報酬の算定の要件を満たすこと。なお、カンファレンスの

出席者は入院中の保険医療機関の保険医又は看護師等及び当該事業所の介護支援専

門員に加えて、次のうち 2 者以上が参加する必要があることに留意すること。 
・ 在宅療養担当医療機関の保険医若しくは看護師等 
・ 在宅療養担当医療機関の保険医である歯科医師若しくはその指示を受けた歯科衛

生士 
・ 保険薬局の保険薬剤師 
・ 訪問看護ステーションの看護師等（准看護師を除く）、理学療法士、作業療法士若

しくは言語聴覚士 
イ 利用者にかかる必要な情報の提供をカンファレンスにより受けている場合、カンフ

ァレンスの日時、開催場所、出席者、内容の要点等について居宅サービス計画に記録

するとともに、病院の医師や看護師等と共同で退院後の在宅療養について指導を行

い、利用者に情報提供した文書の写しを居宅サービス計画に添付すること。 
④ 通院時情報連携加算の算定について、証憑書類として、次の書類を保管すること。 

 ア 医師等に対して提供した利用者の心身の状況や生活環境等に係る情報及び情報提

供に係る記録 

 イ 医師の診察にあたり介護支援専門員が同席することについて、利用者から同意を得

たことがわかる記録 

 
（運営基準減算） 

⑤ 居宅サービス計画の内容について、利用者又はその家族に対して説明し、文書により

利用者の同意を得た上で、居宅サービス計画を利用者及び担当者に交付していない場合

は、当該月から当該状態が解消されるに至った月の前月まで減算すること。 
⑥ 指定居宅介護支援の提供の開始に際し、あらかじめ利用者に対して、次に掲げる事項

について、文書を交付して説明を行っていない場合には、契約月から当該状態が解消さ
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れるに至った月の前月まで減算すること。 
ア 利用者は複数の指定居宅サービス事業者等を紹介するよう求めることができるこ

と 
イ 利用者は居宅サービス計画に位置付けた指定居宅サービス事業者等の選定理由の

説明を求めることができること 
⑦ 介護支援専門員が、１月に１回以上利用者の居宅を訪問し、利用者に面接していない

状態又は居宅サービス計画の実施状況の把握（モニタリング）の結果を記録していない

状態が１月以上継続する場合には、特段の事情がない限り、当該月から当該状態が解消

されるに至った月の前月まで減算すること。 
⑧ 介護支援専門員が、次に掲げる場合において、サービス担当者会議等を行っていない

とき（やむを得ない事情がある場合を除く。）には、当該月から当該状態が解消される

に至った月の前月まで減算すること。 
 ア 居宅サービス計画を新規に作成した場合 
 イ 要介護認定を受けている利用者が要介護更新認定を受けた場合 
ウ 要介護認定を受けている利用者が要介護状態区分の変更の認定を受けた場合 

（補足等） 

①及び②について、入院先の医療機関の職員に対して行う情報提供は、入院時情報連携

加算（Ⅰ）は入院日から３日以内、入院時情報連携加算（Ⅱ）は入院日から４日以上７日

以内に行う必要があるため、必ず入院日を記録すること。 
③について、入院中の保険医療機関の保険医（1名）が出席したが、退院後も入院中の

保険医療機関の保険医が在宅療養担当医療機関の保険医となり、他にかかりつけの医師が

いない場合であっても、入院中の保険医療機関の保険医を在宅療養担当医療機関の保険医

と位置付けることはできない。また同一医療機関において、入院中の保険医療機関の保険

医と在宅療養担当医療機関の保険医が別の医師であって、両医師がカンファレンスに出席

したとしても、１名としてカウントすること。 

 
⑤～⑧について、運営基準減算は「所定単位数の 100 分の 50 に相当する単位数を算定

する。また、運営基準減算が２月以上継続している場合は、所定単位数は算定しない。」

（報酬告示）とされており、多額の過誤額となる可能性が高いため、日ごろより事業所内

でチェック体制を整備しておくことが望ましい。 
 

⑤について、居宅サービス計画を作成した場合は、必ず、利用者に加え、指定居宅サー

ビス等の担当者にも交付すること。交付した場合は、ケアプラン受領書、ファックス送信

記録等を保管するか、居宅介護支援経過等に交付日時と担当者名等を記録しておくことが

望ましい。 
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⑥における具体的取扱いについては、説明する時期は「提供の開始に際し」、「あらかじ

め」とされていることから、契約時に重要事項について説明をする際に、併せて説明して

おくことが適していると思われる。また説明方法については「文書で」「交付して」とさ

れているため、口頭の説明だけでは不足であり、必ず文書を交付すること。なお、「文書

の交付に加えて口頭での説明を懇切丁寧に行うとともに、それを理解したことについて必

ず利用申込者から署名を得ること。」とされていることから、必ず文書に署名を得るこ

と。さらに、これらは減算となる場合があるため、文書の文言は曖昧な表現は避け、明確

に記載すること。 
⑦についての「特段の事情」とは、利用者の事情により、利用者の居宅を訪問し、利用

者に面接することができない場合を主として示すものであり、介護支援専門員に起因する

事情は含まれない。さらに、当該特段の事情がある場合については、その具体的な内容を

記録しておくことが必要である。また、利用者の居宅に訪問できない場合であっても、通

所介護等のサービス提供事業所で面接をすること、電話等により利用者本人に対してモニ

タリングを実施することや他の居宅サービス事業者から利用者の心身の状況や居宅の環境

等についてヒアリングする等、可能な限り情報収集を行い、当該情報からモニタリングに

努めること。 
⑧のサービス担当者会議について、サービス担当者に対してメール等で意見徴収を行っ

た場合も、緊密に相互の情報交換を行うことにより、利用者の状況等についての情報や居

宅サービス計画の内容を共有すること。 

 

３．処遇に関する事項 

（ケアプラン） 

① 居宅サービス計画書の作成については、当該計画が開始前までに利用者又はその家族

に説明を行い、利用者から同意を得ること。 

② サービス利用票（第 6 表）及びサービス利用票別表（第７表）について、毎月、利用

者又はその家族に説明し、同意を得ること。 

③ 居宅サービス計画の短期目標について、長期目標を達成するための段階的かつ具体的

な活動（支援）の目標とすること。また、目標に対する評価を実施すること。 

④ 利用者が訪問看護等の医療サービスの利用を希望している場合は、利用者の同意を得

て主治の医師等の意見を求めた記録を残すこと。また、当該意見を求めた主治の医師等

に居宅サービス計画書を交付すること。 

⑤ 居宅サービス計画に位置付けた指定居宅サービス事業所等に対して、個別サービス計

画の提出を求めること。また、居宅サービス計画と個別サービス計画の連動性や整合性

について確認すること。 
⑥ 居宅サービス計画に生活援助中心型の訪問介護を位置付ける場合には、その理由を必

ず記載すること。 
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（ケアマネジメント） 

⑦ 解決すべき課題の把握（アセスメント）に当たっては、利用者の居宅を訪問し、課題

分析項目を網羅したアセスメントを行い、その結果について記録を残すこと。 
⑧ モニタリングの結果の記録については、次の事項を明確に記録すること。 
ア 訪問日時 
イ 訪問場所 
ウ 訪問者 
エ 面接の相手 
オ 居宅サービス計画の実施状況（利用者の解決すべき課題や設定した目標に即した適

切なサービス提供が実施されているか等） 
カ 利用者についての継続的なアセスメント（利用者の有する日常生活上の能力や利用

者の解決すべき課題に変化がないか等） 
⑨ モニタリングの結果の記録について、居宅介護支援経過に記録する場合は、当該モニ

タリングとその他の記録が混在しないように明確に区分して記録すること。 
 （補足等） 

①について、居宅サービス計画の開始の手順は原則として、（１）課題の把握（アセスメ

ント）➝（２）居宅サービス計画の原案の作成➝（３）サービス担当者会議➝（４）居宅サ

ービス計画の原案の内容についての説明➝（５）居宅サービス計画の原案についての文書

による同意及び交付➝（６）居宅サービス計画の開始である。（５）の原案について同意を

得て、当該計画は本計画となるため、同意を得るまでにサービス提供を実施すると、計画

のないサービス提供となり、認められない。これは単に日付についての指摘ではなく、介

護保険サービスは利用者の選択に基づくとされている介護保険法（第２条第３項）の理念

に鑑みて、サービス利用の根幹となる居宅サービス計画に利用者の意向が反映されなけれ

ばならず、居宅サービス計画が開始される前に利用者の同意を得ることが必然となる。た

だし、基本的なプロセスは定められているが、緊急的なサービス利用等のやむを得ない場

合や、効果的・効率的に行うことを前提とするものであれば、プロセスの順序については

拘束されるものではない。この場合は当該プロセスが逆転した理由を明確に説明できるよ

うに、当該理由については居宅介護支援経過等に記録しておくことが望ましい。 

⑥について、生活援助中心型を算定する理由が、一人暮らし、家族等が障害・疾病等以外

の場合は、やむを得ない理由について記入すること。なお、主な理由としては、「家族が高

齢で筋力が低下していて、行うのが難しい家事がある場合」、「家族が介護疲れで共倒れ等

の深刻な問題が起きてしまう恐れがある場合」、「家族が仕事で不在の時に、行わなくては

日常生活に支障がある場合」などが想定される。 

⑧について、「介護支援専門員がモニタリングの結果を記録していない状態」であれば運

営基準減算となるため、単にモニタリングを実施しただけでなく、モニタリング結果とし

て上記の項目が記録されているか確認しておくこと。 
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【介護予防支援】 

１．処遇に関する事項 

（ケアマネジメント） 

① アセスメントの結果及びサービス担当者会議等の記録を整備し、保存すること。 

② 介護予防サービス計画についての利用者又は家族からの同意は、計画期間の開始前までに

得ておくこと。やむを得ない理由で同意日が計画期間の開始後になる場合は、「やむを得ない

理由」及び「口頭により計画内容について利用者に説明し、同意を得た旨」を支援経過記録

等に記載しておくこと。 

③ モニタリングの実施に当たっては、利用者の居宅を訪問しない月においては、可能な限り、

指定予防専門型通所サービス事業所等を訪問する等の方法により利用者に面接するよう努め

るとともに、当該面接ができない場合にあっては、電話等により利用者との連絡を実施する

こと。また少なくとも１月に１回、モニタリングの結果を記録すること。 

④ モニタリングにおいて、特段の事情により、利用者の居宅を訪問し、利用者に面接するこ

とができない場合は、その具体的な内容を記録しておくこと。 

⑤ 支援経過記録にモニタリングの記録をする場合、その他の記録を混在させず、モニタリン

グの記録に係る部分を明確に区分すること。 

⑥ 指定介護予防サービス事業者に対して、サービスの提供状況や利用者の状態等に関する報

告を少なくとも１月に１回、聴取すること。 

（補足等） 

⑥について、単に介護予防サービス事業者からの報告を待つだけではなく、報告がない

又は不足している場合は、同サービス事業者等への訪問、電話、ＦＡＸ等の方法により、サ

ービスの実施状況、サービスを利用している際の利用者の状況、サービス実施の効果につ

いて把握するために聴取する必要がある。 

 

 

 

以上 
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運営指導等における主な指摘事項 

 

※ 下線は複数の事業所で指摘した事項 

 

【認知症対応型通所介護】 

１．運営に関する事項 

（勤務体制） 

① 日又は時間帯によって配置される職種が異なる職員については、勤務表に、職種ごとに配

置した日及び時間帯を明確に記載すること。また、単位ごとに勤務表を作成すること。 

 

（個人情報） 

② サービス担当者会議等において、利用者の個人情報を用いる場合は利用者の同意を、利用

者家族の個人情報を用いる場合は当該家族の同意を、あらかじめ文書により得ておくこと。 

③ 個人情報を含む書類は、鍵付きのキャビネット等に保管すること。 

④ 利用者の個人情報等保護に関する誓約書を全ての職員に提出させ、保管すること。 
 

（運営推進会議） 

⑤ 運営推進会議の報告、評価、要望、助言等についての記録を作成し、当該記録を公表する

こと。 

⑥ 運営推進会議を開催した場合は、開催後 1か月以内に開催報告書を市に提出すること。 

（補足等） 

①について、人員基準や各種加算の算定要件を満たしているかを明確にするため、同日に

複数の職種に従事する場合は、例えば 9：00～12：00 生活相談員、13：00～17：00 介護職員

と明確に区分して勤務表に記載すること。 

②について、サービス担当者会議等において、利用者の個人情報を用いる場合は、当該利

用者の同意をあらかじめ文書により得ておかなければならない。また利用者の家族の個人情

報を用いる場合は別途当該家族の同意を得ておかなければならない。 

 

２．介護報酬の算定及び取り扱いに関する事項 

（個別機能訓練加算） 

① 個別機能訓練に関する記録について、機能訓練担当者を漏れなく記録すること。 

② 個別機能訓練計画について、利用者ごとの状態に応じた訓練内容、訓練時間とすること。 
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３．処遇に関する事項 

（認知症対応型通所介護計画の作成について） 

① 当該計画の期間を記載すること。 

② 当該計画の開始日までに利用者又は利用者の家族に説明し、同意を得ておくこと。 

③ サービスの内容及び目標が画一的なものになっていたため、利用者の心身の状況、希望及

びその置かれている環境を踏まえて、個別性のある具体的なサービスの内容等を記載するこ

と。 

（補足等） 

②について、認知症対応型通所介護計画の原案に同意を得て、当該計画は本計画となるた

め、同意を得るまでにサービス提供を実施すると、計画のないサービス提供となり、認めら

れない。これは単に日付についての指摘ではなく、介護保険サービスは利用者の選択に基づ

くとされている介護保険法（第２条第３項）の理念に鑑みて、サービス利用の根幹となる認

知症対応型通所介護計画に利用者の意向が反映されなければならず、当該計画が開始される

前に利用者の同意を得ることが必然となる。ただし、基本的なプロセスは定められているが、

緊急的なサービス利用等のやむを得ない場合や、効果的・効率的に行うことを前提とするも

のであれば、プロセスの順序については拘束されるものではない。この場合は当該プロセス

が逆転した理由を明確に説明できるように、当該理由については認知症対応型通所介護計画

等に記録しておくことが望ましい。 

 

【地域密着型通所介護・予防専門型通所サービス】 

１．運営に関する事項 

（手続関連） 

① 届出事項に変更がある場合は、変更後１０日以内に市に届け出ること。 
 
（事故報告） 

② 医療機関を受診したものやトラブルに発展しそうな案件については、事故報告書を漏れ

なく市に提出すること。 

 

（個人情報） 

③ サービス担当者会議等において、利用者の個人情報を用いる場合は利用者の同意を、利用

者家族の個人情報を用いる場合は当該家族の同意を、あらかじめ文書により得ておくこと。 

④ 利用者の個人情報等保護に関する誓約書を全ての職員に提出させ、保管すること。 
 
（掲示） 

⑤ 事業所の見やすい場所に運営規程の概要、従業者の勤務の体制その他の利用申込者のサ

ービスの選択に資すると認められる重要事項を掲示すること。 
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（記録関連） 

⑥ サービスの提供の記録について、サービス開始時間から終了時間までに提供したサービス

内容を漏れなく記録すること。 
⑦ サービスの提供の記録について、サービス開始時間及び終了時間を正しく記録すること。 
⑧ サービスの提供の記録について、利用者の心身の状況を記録すること。 
⑨ 利用者の送迎を行った場合は、送迎についての記録を作成し保存すること。 

 
（運営推進会議） 

⑩ 運営推進会議について次の事項に留意すること。 
ア 概ね６月に１回以上、運営推進会議を開催し、活動状況を報告して、評価を受けるとと

もに、必要な要望、助言等を聞く機会を設けること。 
イ 運営推進会議の報告、評価、要望、助言等についての記録を作成し、当該記録を公表す

ること。 
ウ 運営推進会議を開催した場合、速やかに市に報告書を提出すること。 
 

（利用定員） 

⑪ 届出している利用定員を上回る利用者を利用させ、定員超過している日が散見されたた

め、定員を厳守するか、又は定員を変更する旨の届け出を市に提出する等の措置を講じるこ

と。 
 
（勤務体制） 

⑫ 月ごとの勤務表を作成し、従業者の日々の勤務時間、常勤・非常勤の別、専従の生活相談

員、看護職員、介護職員及び機能訓練指導員の配置、管理者との兼務関係等を明確にするこ

と。 
⑬ 職場において行われる性的な言動又は優越的な関係を背景とした言動であって業務上必

要かつ相当な範囲を超えたものにより担当職員の就業環境が害されることを防止するため

の必要な措置を講じること。また次の内容については特に留意すること。 
ア 事業主の方針等の明確化及びその周知・啓発 
イ 相談（苦情を含む。）に応じ、適切に対応するために必要な体制の整備 
 
（利用者負担） 

⑭ 体験利用の利用者から支払を受ける利用料の額と、指定地域密着型通所介護に係る地域密

着型介護サービス費用基準額等との間に、不合理な差額が生じないようにすること。 
 
（防火・防災） 

⑮ 非常災害時（火災、地震等）を想定した防災訓練を定期的に実施し、記録を残すこと。 
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⑯ 消防計画及び風水害、地震等の災害に対処するための計画を策定、関係機関への通報及び

連携体制を整備し、定期的に従業者に周知するとともに、定期的に避難、救出その他必要な

訓練を実施すること。 
（補足等） 

③について、【認知症対応型通所介護】「１．運営に関する事項」②と同様。 

⑩について、運営推進会議を開催した場合はおおむね１ヶ月以内に市に報告すること。

報告書については西宮市の標準様式があるが、任意様式でも差し支えない。西宮市に報告

がない場合は、同会議が実施されていないものと判断し、直接事業所へ問い合わせを行う

場合がある。 

⑪について、介護保険適用の利用者と介護保険外（自費）サービス利用者の合計数が定

員を超過しないこと。 

 

２．介護報酬の算定及び取り扱いに関する事項 

（加算算定） 

① 延長加算の算定について、地域密着型通所介護を利用した後に、引き続き当該事業所の設

備を利用して宿泊する場合や、宿泊した翌日において当該事業所の地域密着型通所介護を利

用する場合には算定が認められないことに留意すること。 

② サービス提供体制強化加算の算定に当たっては、介護職員の総数のうち、介護福祉士の占

める割合等について年度ごとに要件を満たしていることを確認したことがわかる書類を残

しておくこと。 

③ 中重度者ケア体制加算の算定に当たっては、次の点に留意すること。 

ア 加算の要件である提供時間帯を通じて配置する看護職員については、他の職務と兼務す

ることができない。他の職務（機能訓練指導員等）と兼務している職員をもって、提供時

間帯を通じて配置する看護職員としている事例が散見されたため、改善すること。 

イ 常勤換算方法による看護職員又は介護職員の員数を算出する際は、次の事項を確認の上、

暦月ごとにおいて常勤換算方法で２以上確保していることを確認すること。 

・ 提供時間帯を通じて配置する看護職員は加算の要件である加配を行う常勤換算員数を

算出する際の勤務時間数に含めることはできない。 なお、加算の算定要件となる看護職

員とは別に看護職員を配置している場合は、当該看護職員の勤務時間数は常勤換算員数

を算出する際の勤務時間数に含めることができる。 

・ 常勤換算方法を計算する際の勤務延時間数については、サービス提供時間前後の延長

加算を算定する際に配置する看護職員又は介護職員の勤務時間数は含めないこと。 

④ 口腔機能向上加算の算定について、次の事項に関する改善を行うこと。 

 ア 同加算を算定できる利用者であるという証憑書類を残すこと。 

 イ 口腔機能の状態の評価を行った結果について、当該利用者の担当する居宅介護支援専門

員や主治の医師、主治の歯科医師に対して情報提供すること。 
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 ウ 評価の結果、継続的に口腔機能向上サービスを提供することにより口腔機能の向上又は

維持の効果が期待できると認められるかどうか検討し、その結果を記録すること。 

⑤ 個別機能訓練加算の算定に当たっては、次の点に留意すること。 

 ア 個別機能訓練計画を作成する際、機能訓練指導員、看護職員、介護職員、生活相談員そ

の他職種の者が共同したことが分かる記録を保存すること。 

 イ 個別機能訓練計画を作成する際、実施する機能訓練の内容、実施時間、実施方法等を具

体的に明記すること。 

 ウ 個別機能訓練計画の開始までに計画内容を説明した上で計画書を交付し、利用者等から

同意を得ること。 

エ 個別機能訓練計画の内容が前計画の踏襲であることが多く散見された。利用者の心身の

状態変化等を適切にアセスメントし、必要と認められる場合は利用者やその家族の同意を

得た上で、速やかに当該計画を見直すこと。 

オ 機能訓練指導員等が３月ごとに１回以上、利用者の居宅を訪問した上で、当該利用者の

居宅での生活状況をその都度確認するとともに、当該利用者又はその家族に対して、個別

機能訓練計画の進捗状況等を説明した記録を残し、必要に応じて個別機能訓練計画の見直

し等を行っていること。 

 カ 個別機能訓練等の実施においては、利用者の身体機能及び生活機能の向上に資するよう

複数の種類の機能訓練の項目を準備し、同様の訓練項目を選択した 5 人程度の小集団に対

して機能訓練指導員が直接行うこと。 

キ 個別機能訓練加算の対象となる訓練の実施内容を個別具体的にサービスの提供の記録

に残すこと。また、実施した開始時刻、終了時刻及び提供した職員名を記録すること。 

ク 個別機能訓練計画に位置付けた長期目標、短期目標それぞれの評価を行うこと。 

ケ 指定地域密着型通所介護事業所に配置が義務づけられている管理者が、管理者としての

職務に加えて、専ら機能訓練指導員の職務に従事する理学療法士等を兼ねることにより

算定要件を満たすことはできない。 

⑥ 運動器機能向上加算の算定について、次の事項に留意すること。 

ア 運動器機能向上計画を作成する際、機能訓練指導員、看護職員、介護職員、生活相談員

その他職種の者が共同したことが分かる記録を保存すること。 

イ 作成した運動器機能向上計画を利用者に説明をする際、運動器機能向上サービスの提供

に係るリスク及び緊急時の対応等について、併せて利用者に分かりやすい形で説明し、そ

の同意を得ること。また当該同意を得たことがわかる記録を保存すること。 

ウ 運動器機能向上計画に関する訓練を実施した際は、当該訓練内容を具体的に記録すること。 

エ 概ね１月に１度、運動器の機能の状況を把握し、記録すること。 

オ 運動器機能向上計画の目標について、おおむね３月程度で達成可能な具体的長期目標及

び長期目標を達成するためのおおむね１月程度で達成可能な具体的短期目標を設定し、短

期目標を段階的に達成することにより、長期目標が達成できるように、整合性が図れたも
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のにすること。 

カ 運動器機能向上計画において、実施する運動の種類、実施期間、実施頻度、１回当たり

の実施時間、実施形態等を具体的に明記すること。 

キ 指定予防専門型通所サービス事業所に配置が義務づけられている管理者が、管理者とし

ての職務に加えて、専ら機能訓練指導員の職務に従事する理学療法士等を兼ねることによ

り算定要件を満たすことはできない。 

 

（減算算定） 

⑦ 送迎に関する記録等がないものが散見されたため、漏れなく記入すること。 

⑧ 事業所と同一建物に居住する利用者に対してサービス提供した場合、同一建物減算を適用

すること。 

⑨ サービス利用者数が月平均で運営規程に定める利用定員を上回っていた月においては、そ

の翌月から定員超過利用が解消されるに至った月まで、利用者の全員について、所定単位数

に 100 分の 70 を乗じて得た単位数を用いて算定すること。 

⑩ サービス提供日ごとに当該事業所において利用者の健康状態の確認等を行うために必要

な時間帯は、専従する看護職員を配置すること。看護職員の配置数が人員基準上満たすべき

員数を下回っていた月から人員基準欠如が解消されるに至った月まで、利用者全員について

所定単位数に 100 分の 70 を乗じて得た単位数を用いて算定すること。 

 

（サービス利用中の一時中断） 

⑪ 理美容等で地域密着型通所介護の提供を中断する場合は、当該中断した所要時間を記録

し、中断した時間を除いた時間数で請求すること。 

⑫ サービス利用中の体調不良やケガ等で、医療機関を計画外に受診し、受診の結果、地域密

着型通所介護の利用に差し支えないと医師が判断し、再度地域密着型通所介護に戻った場合

は、当該受診に係る時間数を除いた時間で算定すること。また当該受診に係る時間を記録する

こと。 

（補足等） 

②について、常勤換算方法により算出した前年度（３月を除く。）等の平均について、

その割合を記録しておく必要がある。なお、他の加算についても割合が要件になっている

ものについては、当該割合を記録しておく必要がある。 

⑨について、定員超過減算は月平均で運営規程に定める利用定員を上回っていた月につ

いて適用される。なお、利用者の数は自費サービス利用者も含めること。また、月平均で

利用定員を上回っていなくとも、１日でも定員超過をしていれば運営基準違反となる。 

⑩について、利用定員が１０名を超える場合には、営業日ごとに事業所内で利用者の健

康状態を確認するために専従の看護職員を配置することが必要である。当該看護職員はサ

ービス提供時間帯を通じて専従する必要はないが、サービス提供時間帯を通じて指定地域
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密着型通所介護事業所と密接な連携を図らなければならない。そのため、サービス提供日

に看護職員が当該事業所内において全く看護業務を行っていない場合は、当該サービス提

供日は看護職員の人員基準欠如となる。なお、１日に複数の単位で指定地域密着型通所介

護を提供する場合は、単位ごとに配置が必要である。 

 

３．処遇に関する事項 

（地域密着型通所介護計画及び予防専門型通所サービス計画の作成について） 

① 地域密着型通所介護計画等は管理者が作成することとされているため、管理者の責任に

おいて当該計画を作成したことがわかるような書式とすること。 

② 地域密着型通所介護計画等の計画期間に空白が生じないよう計画期間開始日までに利用

者又はその家族から同意を得ること。 

③ 地域密着型通所介護計画等の同意日について、記載漏れが見受けられたので留意するこ

と。 

④ 地域密着型通所介護計画等が未作成又は変更が必要であるにも関わらず、変更されてい

ないものが散見されたため、適切に作成及び変更を行うこと。 

⑤ 地域密着型通所介護計画等の計画期間が終了するまでに当該計画に従ったサービスの実

施状況及び目標の達成状況を把握（モニタリング）し、必要であれば当該計画の内容を見直

すこと。 

⑥ 地域密着型通所介護計画等の計画期間を設定すること。 

⑦ 最新のケアプランが交付されていない利用者が見受けられたので、介護支援専門員に最

新のケアプランの交付を求めること。また、現に作成している地域密着型通所介護計画等が

最新のケアプランに沿ったものであるか確認し、必要に応じて変更すること。 

⑧ 地域密着型通所介護計画等のサービスの内容及び目標が画一的なものになっていたため、

利用者の心身の状況、希望及びその置かれている環境を踏まえて、個別性のある具体的なサ

ービスの内容等を記載すること。 

（補足等） 

②について、【認知症対応型通所介護】「３．処遇に関する事項」②と同様。 

 

４．人員・労務管理に関する事項 

（人員配置） 

① 生活相談員について、提供日ごとに、地域密着型通所介護等を提供している時間帯に生活

相談員が勤務している時間数の合計数を、地域密着型通所介護等を提供している時間帯の

時間数で除して得た数が１以上確保されるように、生活相談員を配置すること。 

② 機能訓練指導員が配置されていない月が見受けられたため、配置すること。 
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【定期巡回・随時対応型訪問介護看護】 

１．運営に関する事項 

（事故） 

① 与薬忘れの事故が連続で発生しているため、再発防止に必要な措置を講じること。 
 
（サービスの提供の記録） 

② サービスの提供の記録において、定期巡回サービスと随時訪問サービスが混在しているも

のが散見されたため、明確に区分すること。 
③ 定期巡回・随時対応型訪問介護看護サービスとサービス付き高齢者向け住宅サービスを

明確に区分して記録すること。 
（補足等） 

③について、同一法人が運営するサービス付き高齢者向け住宅において定期巡回・随時対応

型訪問介護看護を提供する場合、サービス付き高齢者向け住宅のサービスと定期巡回・随時対

応型訪問介護看護サービスの内容を明確に区分すること。そのため、重要事項説明書や契約書

においてそれぞれのサービス内容を明確に規定し、利用契約の際は懇切丁寧に説明することが

必要である。またサービス提供についても、それぞれのサービス提供者の服装を変える等、利用

者にとって見分けがつきやすいような工夫を行うことが望ましい。 

 

２．介護報酬の算定及び取扱いに関する事項 

（加算算定） 

① サービス提供体制強化加算Ⅰの算定に当たっては、次の事項に留意すること。 
 ア 「利用者に関する情報もしくはサービス提供に当たっての留意事項の伝達又は従業者の

技術指導を目的とした会議（以下「会議」という。）」は当該事業所の定期巡回・随時対応

型訪問介護看護従業者の全てが参加するものとすること。なお、実施に当たっては、全員

が一堂に会して開催する必要はなく、いくつかのグループ別に分かれて開催することがで

きる。 
 イ 会議の開催頻度はおおむね１月に１回以上とすること。 

 

 

３．処遇に関する事項 

（定期巡回・随時対応型訪問介護看護計画の作成について） 

① 定期巡回・随時対応型訪問介護看護計画の計画期間の開始日までに、利用者又は家族の

同意を得ること。 
② モニタリングの実施に当たっては、サービスの提供状況や利用者の状態等に加え、定期

巡回・随時対応型訪問介護看護計画に位置付けた目標の達成状況についても評価し、記録

を保存すること。 
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③ 一部の訪問看護サービスが定期巡回・随時対応型訪問介護看護計画に位置付けられてい

ないため、漏れなく位置付けること。 
（補足等） 

①について、【認知症対応型通所介護】「１．運営に関する事項」②と同様。 

 

以上 

-16-



令和４年度介護保険サービス事業者等に対する集団指導  

西宮市からの伝達事項【資料１－３】 

 

1 

実地指導等における主な指摘事項 

 

※ 下線は複数の事業所で指摘した事項 

 

【訪問介護、予防専門型訪問サービス、家事援助限定型訪問サービス】 

１．運営に関する事項 

（個人情報） 

① サービス担当者会議等において、利用者の個人情報を用いる場合は利用者の同意を、

利用者家族の個人情報を用いる場合は当該家族の同意を、あらかじめ文書により得てお

くこと。 

② 従業者及び管理者であった者が、正当な理由なく、その業務上知り得た利用者または

その家族の秘密を漏らすことのないよう必要な措置を講じること。 

 

（苦情・事故） 

③ 苦情及び事故が発生した場合は、当該苦情等の終結までの経緯が分かるように漏れな

く記録すると。 

④ 苦情が発生した場合は、苦情の内容だけでなく、当該苦情への対応、当該苦情に係る

原因及び再発防止に向けての今後の取り組み等を具体的に記録し、保存すること。 

 

（勤務体制・研修） 

⑤ 訪問介護員等の資質の向上のために、研修の機会を確保し、研修についての記録を保

存すること。 

⑥ 職場において行われる性的な言動又は優越的な関係を背景とした言動であって業務

上必要かつ相当な範囲を超えたものにより担当職員の就業環境が害されることを防止

するための必要な措置を講じること。また次の内容については特に留意すること。 

ア 事業主の方針等の明確化及びその周知・啓発 

イ 相談（苦情を含む。）に応じ、適切に対応するために必要な体制の整備 

⑦ 月ごとの勤務表を作成し、訪問介護員等については、日々の勤務時間、職務の内容、

常勤・非常勤の別、管理者との兼務関係、サービス提供責任者である旨等も明確にする

こと。 

 

（通常の事業の実施地域） 

⑧ 通常の事業の実施地域内にも関わらず、居宅の所在地が遠いという理由でサービス提

供を断る事例が見られた。通常の事業の実施地域について、実態と整合性を図り、運営

規程等を変更すること。 
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（衛生管理） 

⑨ 訪問介護等の提供に必要な衛生用品（手袋等）について、事業者が確保しなければな

らないが、利用者に当該費用を負担させていた。当該費用については、利用者に返金を

行うこと。 

 

（掲示） 

⑩ 事業所の見やすい場所に、運営規程の概要、従業者の勤務の体制その他の利用申込者

のサービスの選択に資すると認められる重要事項を掲示すること。 

 

（領収証） 

⑪ 領収証に居宅サービス計画又は介護予防サービス計画を作成した事業所名及び医療

費控除の対象となる金額を記載すること。 

（補足等） 

①について、サービス担当者会議等において、利用者の個人情報を用いる場合は、当該

利用者の同意をあらかじめ文書により得ておかなければならない。また利用者の家族の個

人情報を用いる場合は別途当該家族の同意を得ておかなければならない。 

⑨について、指定訪問介護等事業者は、訪問介護員等の清潔保持、健康状態の管理に努

め、特に訪問介護員等が感染源となることを予防し、また訪問介護員等を感染の危険から

守るために、使い捨ての手袋等感染を予防するための備品等を備えるなど対策を講じる必

要がある。 

⑪について、介護保険サービスの一部は医療費控除の対象となるため、対象となる利用

者については医療費控除の額を通知する必要がある。 

 

２．介護報酬の算定及び取扱いに関する事項 

（加算算定） 

① 緊急時訪問介護加算の算定について、次の事項に留意すること。 
ア サービス提供記録に要請のあった時間、要請の内容、訪問介護の提供時間、介護支

援専門員の意見等を記録していなかったため、今後は漏れなく記録すること。 
イ あらかじめ居宅サービス計画に位置付けられていない日時に訪問介護を行った場

合にのみ算定すること。 
② ２人の訪問介護員等による訪問介護費の算定について、次の事項に留意すること。 
ア 利用者又はその家族等の同意を得た記録を保存しておくこと。 
イ ２人での訪問が必要な理由を記録しておくこと。 

③ 特定事業所加算の算定について、次の事項に留意すること。 
ア 訪問介護員等ごとに作成する研修計画について、サービス提供責任者に係る個別具

体的な研修の目標、内容、研修期間、実施時期などを明確に記載すること。 

-18-



令和４年度介護保険サービス事業者等に対する集団指導  

西宮市からの伝達事項【資料１－３】 

 

3 

イ 利用者に関する情報若しくはサービス提供に当たっての留意事項の伝達又は訪問

介護員等の技術指導を目的とした会議について、サービス提供責任者も含めて、当該

事業所においてサービス提供に当たる訪問介護員等のすべてが参加したことが分か

る証憑書類を保管すること。 
ウ サービス提供に当たって、サービス提供責任者が当該利用者を担当する訪問介護員

等に対し、利用者に関する情報やサービス提供に当たっての留意事項を文書等の確実

な方法により伝達した記録を保管すること。 
エ 当該利用者に関する情報やサービス提供に当たっての留意事項における「前回のサ

ービス提供時の状況」は、利用者の体調の急変等の特段の事情がない場合であっても、

文書等の指示・報告が必要である。都度、文書等による指示・報告を受けるとともに、

関連書類を保管すること。 
オ  訪問介護員等の総数のうち介護福祉士の占める割合を計算し、証憑書類を保管する

こと。 
④ 初回加算の算定において、次の事項に留意すること。 
ア 初回加算を算定した月において訪問介護計画又は予防専門型訪問サービス計画（以

下「訪問介護等計画」という。）を作成していない場合は、同加算を算定しないこと。 
イ サービス提供責任者が同行した記録を保管すること。 
 

（減算） 

⑤ 指定訪問介護事業所と同一敷地内建物等に居住する利用者に対して指定訪問介護を

行った場合は、所定単位数の 100 分の 90 に相当する単位数で算定すること。 
 
（院内介助） 

⑥ 院内介助の算定について、診察時間をサービス提供時間に含めて算定しているが、当

該時間はサービス提供時間に算定することができため、診察時間をサービス提供時間か

ら省いた時間数に応じた報酬請求区分で請求すること。 
⑦ 院内介助の算定について、次の事項に留意すること。 
ア 院内において必要と考えられる具体的なサービス内容を、あらかじめ訪問介護等計

画に位置付けること。 
イ 病院のスタッフ等による対応が出来ないことを確認した旨を記録すること。 
 

（その他） 

⑧ 報酬請求を行なっているにも関わらず、サービスの提供の記録がなく、サービスを

提供した事実を証するものがない場合は、当該訪問介護費等の算定は認められない。 
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（補足等） 

①について、緊急時訪問介護加算は利用者又はその家族等から要請を受けてから 24時

間以内に行った場合のみ算定できることから、当該要請のあった時間等の記録がない場合

は加算の算定要件を満たしているか確認ができず、返還を求めることがある。 

②について、２人の訪問介護員等による訪問介護費の算定は利用者又はその家族等から

同意を得た場合のみ算定できることから、同意を得た記録がない場合は加算の算定要件を

満たしているか確認ができず、返還を求めることがある。なお、同意を得た記録は、必ず

しも同意書を得る必要はなく、訪問介護計画書に２人の訪問介護員等による訪問介護費を

算定する旨を記載し包括的に同意を得てもよい。また口頭で同意を得た場合、当該口頭で

同意を得たことを記録することでも差し支えない。 

⑤の「同一敷地内建物等」については、当該事業所と構造上又は外形上、一体的な建築

物及び同一敷地内並びに隣接する敷地にある建築物のうち効率的なサービス提供が可能な

ものを指す。具体的には、次のような例が該当する。 

（１）一体的な建築物として、当該建物の１階部分に事業所がある場合 

（２）一体的な建築物として、当該建物と渡り廊下でつながっている場合 

（３）事業所と同じ敷地内にある建築物 

（４）事業所の敷地と隣接する敷地内の建築物 

ただし、同一敷地であっても、広大な敷地に複数の建物が点在する場合や、隣接する敷

地であっても、道路や河川などに敷地が隔てられており、横断するために迂回しなければ

ならない場合は、同一敷地内建物等に該当しない。 

判断に迷った場合は、事前に市へ確認することが必要となる。 

 
３．人員に関する事項 

（配置要件） 

① サービス提供責任者の配置基準が満たされていなかったため、新たにサービス提供責

任者を配置し、西宮市に届け出るなどサービス提供責任者の配置基準を満たす必要な措

置を講じること。 

 

（資格要件） 

② 介護職員として従事している従業員の資格者証が保管されていなかったため、当該従

業員から速やかに提出させ、保管しておくこと。 

③ 介護職員として従事する従業員の資格者証については、当該従業員が介護職員として

従事する前に資格者証を目視で確認すること。 

④ 介護福祉士として従事する介護職員の資格者証は合格証ではなく、登録証を保管する

こと。 
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（補足等） 

③について、従事させる前までに資格者証の写しを提出させ、真に資格者であることを

必ず確認すること。なお、従事させた後当該職員が資格者でなかったことが判明した場合

は、当該職員が提供したサービスに係る介護報酬は全て返還しなければならない。 
④について、介護福祉士となる資格を有する者が介護福祉士となるには、介護福祉士登

録簿に、氏名、生年月日その他厚生労働省令で定める事項の登録を受けなければならない

【社会福祉士及び介護福祉士法（昭和六十二年法律第三十号）第 42 条】ことから、単に

合格しただけでは介護福祉士とは認められない。 
 

４．処遇に関する事項 

（同意） 

① 利用申込者又はその家族に対し、運営規程の概要、訪問介護員等の勤務の体制その他

の利用申込者のサービスの選択に資すると認められる重要事項を記した文書を交付し

て説明を行い、当該提供の開始について利用申込者の同意を書面により得ること。 

 

（計画作成） 

② 訪問介護及び予防専門型訪問サービスについて、計画未作成の事例が散見されたた

め、漏れなく計画を作成し、利用者等の同意を得て交付すること。 

③ 訪問介護等計画が未作成の期間があったため、期間に空白が生じないように適切に作

成すること。 

④ 訪問介護等計画が未作成又は変更が必要であるにも関わらず変更されていないもの

が散見されたため、適切に作成及び変更を行うこと。 

⑤ 訪問介護等計画について、当該計画が開始される前に利用者又はその家族に説明を行

い、同意を得た上で、当該計画書を交付すること。 

 

（計画内容） 

⑥ 訪問介護等計画において、当該計画の対象期間を記載すること。 
⑦ 訪問介護等計画について、サービス提供責任者が作成したことがわかるように記載す

ること。 
⑧ 訪問介護等計画について、担当する訪問介護員等の氏名、提供するサービスの具体的

内容、所要時間、日程等の必要な事項を記載すること。 
⑨ 前回の訪問介護等と全く同じ目標である計画が散見された。同じ目標であっても、達

成の指標を設ける等をして、適切なモニタリング及び再アセスメントを行った上で計画

を作成すること。 
⑩ 訪問介護等計画の目標設定においては、単にケアプランの目標を引用するのではなく、ケ

アプランに沿って、訪問介護の提供にあたっての本人の希望を反映させて作成すること。 
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（モニタリング） 

⑪ 訪問介護等計画の対象期間が終了するまでに、少なくとも１回は計画（目標を含む）

の実施状況の把握（モニタリング）を行い記録すること。 
⑫ （予防専門型訪問サービス及び家事援助限定型訪問サービス）サービスの提供の開始

時から、少なくとも１月に１回は、利用者の状態、当該利用者に対するサービスの提供

状況等について、当該サービスの提供に係る介護予防サービス計画又は介護予防ケアプ

ランを作成した地域包括支援センター等に報告すること。 
 
（計画見直し） 

⑬ 実際にサービス提供を行った時間と訪問介護等計画に位置付けた時間が乖離してい

るものが散見された。時間については、介護支援専門員と調整の上、訪問介護等計画の

見直しを適宜行うこと。 
 
（サービスの提供の記録） 

⑭ １回の訪問サービスにおいて身体介護と生活援助が混在するサービスを提供する場

合、サービスの提供の記録においては個々のサービスにおける提供時間を記録し、報酬

算定の証憑書類とすること。 
⑮ サービスの提供の記録について、自立生活支援のための見守り的援助を提供した際は

具体的な内容も記載すること。 
⑯ サービスの提供の記録について、利用者の心身の状況を記録すること。 
⑰ サービスの提供の記録について、提供したサービス内容を漏れなく記録すること。 
⑱ サービスの提供の記録について、サービス提供時間を漏れなく記録すること。 
⑲ サービスの提供の記録等に記録するサービス提供時間は、計画に位置付けた時間を記

載するのではなく、実際の時刻（時間）を記録すること。 
⑳ 同居する夫婦等へのサービス提供においては、サービス提供内容が混同しないように

配慮すること。また、サービスの提供の記録を作成するときには提供内容が混同しない

ように、サービスの提供の記録を別用紙にする等し、各々のサービス提供時間、サービ

ス内容等を明確にしておくこと。 
㉑ サービスの提供の記録において、指定訪問介護等の提供に係る記録と他の記録を明確

に区分すること。 

 

（生活援助） 

㉒ 日中独居の利用者において、洗濯、シート交換や掃除等の生活援助が位置づけられて

いるが、原則として同居家族がいる場合は認められないため、サービス担当者会議等に

より適正かどうか検討し、必要があれば見直しすること。 
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（その他） 

㉓ 介護保険給付と明確に区別されるサービスの提供にあたっては、次のことに留意す

ること。 

 ア 利用者に、当該サービスが介護保険給付の対象にはならないサービスであること

を説明し、同意を得ること。 

 イ 当該サービスの目的、運営方針、利用料等を指定訪問介護事業所の運営規程と別

に定められていること。 

 ウ 会計が指定訪問介護事業所等の会計と区分されていること。 

 （補足等） 

②から⑤の訪問介護等計画の開始の手順は原則として、❶課題の把握（アセスメント）

➝❷訪問介護等計画の原案の作成➝❸訪問介護等計画の原案の内容についての説明➝❹訪

問介護等計画の原案についての文書による同意及び交付、となる。原案について同意を得

て、当該計画は本計画となるため、同意を得るまでにサービス提供を実施すると、計画の

ないサービス提供となり、認められない。これは単に日付についての指摘ではなく、介護

保険サービスは利用者の選択に基づくとされている介護保険法（第２条第３項）の理念に

鑑みて、サービス利用の根幹となる計画に利用者の意向が反映されなければならず、計画

が開始される前に利用者の同意を得ることが必然となる。ただし、基本的なプロセスは定

められているが、緊急的なサービス利用等のやむを得ない場合や、効果的・効率的に行う

ことを前提とするものであれば、プロセスの順序については拘束されるものではない。こ

の場合は当該プロセスが逆転した理由を明確に説明できるように、当該理由については訪

問介護等計画に記録しておくことが望ましい。 

⑥から⑩の指摘については、計画の作成上記載が必要な事項である。また、目標は訪問

介護等の提供者の立場から、利用者の心身の状況等に応じた適切な設定が必要であり、単

に居宅サービス計画の目標を引用しないことに注意すること。また、担当ケアマネジャー

が何らかの理由で居宅サービス計画の交付が遅滞した場合でも、訪問介護等計画書を作成

し、利用者に交付しておかなければならない。なお、この場合、後から居宅サービス計画の

交付を受け、当該居宅サービス計画の内容と既に作成している訪問介護等計画の内容に齟

齬がなければ、新たに訪問介護等計画を作成しなおす必要はない。 

⑲について、訪問介護の報酬請求は、実際に行われた指定訪問介護の時間ではなく、訪

問介護計画において位置付けられた内容の指定訪問介護を行うのに要する標準的な時間が、

いずれの時間区分に該当するかをもって決定されるものである。そのため、訪問介護の所

要時間は、ケアマネジャーやサービス提供責任者が行う適切なアセスメント及びマネジメ

ントにより、利用者の意向や状態像に従い設定されるべきものである。このように設定し

た所要時間や報酬請求区分については、利用者等に十分に説明を行うこと。なお、訪問介

護員等には訪問介護を実際に行った時間を記録させるとともに、当該時間が計画の所要時

間に比べ著しく短時間となっている状態が続く場合には、サービス提供責任者に、ケアマ
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ネジャーと調整の上、訪問介護計画の見直しを行わせること。 

㉒について、同居家族がいる利用者に対する生活援助は原則として認められない。ただ

し、当該生活援助の提供がなければ利用者の生活に著しい支障が生じる恐れがある場合等

は例外的に、限定的に認められる場合がある。必要性については、担当ケアマネジャーと

十分に協議すること。 

 

以上 
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実地指導等における主な指摘事項 

 

※ 下線は複数の事業所で指摘した事項 

【小規模多機能型居宅介護】 

１．運営に関する事項 

（運営規程） 

① 運営規程について必要な改善措置を講じ、西宮市に届け出ること。 

 

（情報開示） 

② 重要事項説明書について必要な改善措置を講じること。 

③ 苦情相談窓口について、苦情受付担当者と苦情解決責任者は別々の担当者を定めるこ

と。 

④ 運営推進会議からの必要な要望、助言等に関する記録について、掲示等により広く周

知すること。 
 
（非常災害対策） 

⑤ 地震に係る非常災害に際して必要な具体的計画を策定すること。 
⑥ 地震・風水害を想定した避難、救出その他必要な訓練を定期的に行うこと。 

（補足等） 

①運営規程の変更については届出事項であるため、変更後１０日以内に西宮市法人指導

課事業者指定チーム（TEL:0798-35-3152）に変更の届出を行ってください。なお、重要事項

説明書については、変更した場合でも市への届出は必要ありません。 

 

 

２．処遇に関する事項 

（小規模多機能型居宅介護サービス計画の作成） 

① ケアプランを変更する際の計画期間の開始日は、利用者または利用者家族の同意を得

た後とすること。 
② 居宅（介護予防）サービス計画の見直しにあたってアセスメントを実施した際は、そ

の内容を記録すること。 
③ 居宅（介護予防）サービス計画の見直しにあたり実施するサービス担当者会議の開催

にあたっては、小規模多機能型居宅介護従業者が出席し、利用者の心身の状況、その置

かれている環境、他の保健医療サービス又は福祉サービスの利用状況等の把握に努める

こと。 
④ 居宅（介護予防）サービス計画のモニタリングにあたっては、当該計画にて設定した

目標に関して漏れなく評価を実施し、その結果を記録すること。 
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⑤ 小規模多機能型居宅介護計画の作成にあたっては、計画作成担当者が当該従業者と協

議した内容を記録すること。 
 

３．人員・労務管理に関する事項 

（健康診断） 

① 夜勤に従事する職員については、労働安全衛生法に基づく定期健康診断を半年に１回

以上実施し、その記録を保管すること。 

 

４． 介護給付費の算定及び取り扱いに関する事項 

（加算算定） 

① 看護職員配置加算（Ⅰ）の算定に当たっては、常勤かつ専従の看護師を１名以上配置

していること。 

② 介護職員処遇改善加算及び介護職員等特定処遇改善加算の算定に当たっては、以下の

点に留意すること。 
ア 介護職員処遇改善計画書・介護職員等特定処遇改善計画書の内容を全ての職員に周

知すること。 

（補足等） 

①②当該加算以外についても、算定要件を満たしているかどうかについては十分ご確認

いただいた上で、加算の算定を行うようにしてください。特に、人員の加配等を伴う加算

については、人事異動や入退職者の関係で、意識しない間に加算の算定要件を満たさなく

なっている事例が見受けられますので、よく確認してください。 

 

【認知症対応型共同生活介護】 

１．運営に関する事項 

（手続関連） 
① 運営規程について必要な改善措置を講じ、西宮市に届け出ること。 
② 重要事項説明書について必要な改善措置を講じること。 
③ 重要事項説明書の説明に関して、説明を行った者の氏名を漏れなく記入すること。 
④ 重要事項説明書に記載されている保守料・管理費他について、その内訳として示して

いる消耗品費は、利用者に一律に提供するものであることから介護給付の対象となるた

め、利用者から別途費用を徴収することはできない。よって、保守料・管理費について

見直しを検討し、見直し後の費用を重要事項説明書に記載すること。 
⑤ 入居に際しては、介護保険被保険者証に入居年月日及び入居している共同生活住居の

名称を、退居に際しては退居の年月日を記載すること。 
⑥ 利用契約書について必要な改善措置を講じること。 
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（運営推進会議・外部評価） 
⑦ 運営推進会議における報告、評価、要望、助言等に関する記録を公表すること。 
⑧ 外部評価について、評価結果等を事業所内にも掲示することが望ましい。 
 

（入所者預り金） 

⑨ 入所者預かり金元帳の控えを残していない期間があり、現金の残高と整合を確認でき

ない状態となっていた。今後は入所者預かり金元帳の控えを残し、適切に管理すること。 
⑩ 預かり金管理規程では、入所者に現金を引き渡す際、他の職員立ち合いのもと管理者

が現金を引き渡すことになっているが、管理者以外の職員が出金している記録が散見さ

れた。預かり金管理規程の運用を遵守すること。 
⑪ 利用者から預かった印鑑・通帳の管理にあたっては、以下に留意すること。 

ア 責任者と補助者を選定した上で、通帳と印鑑を別々に保管すること。 
イ 適切な管理が行われていることの確認が複数の者により常に行える体制で出納事

務を行うこと。 
 

（身体拘束等の適正化） 
⑫ 身体拘束等の適正化のための指針に、必要項目を漏れなく記載すること。 

⑬ 身体的拘束等の適正化のための研修について、年に２回以上及び職員の新規採用時に

も実施し、その記録を残すこと。 
⑭ 身体的拘束等の適正化のための対策を検討する委員会に関して、委員会での検討事項

（事業所内で開催する研修概要等）を漏れなく記録すること。 
 
（虐待防止） 

⑮ 虐待の防止のための指針について、身体拘束等適正化のための指針と併せて作成して

いるところ、解釈通知等で示されている、指針に記載すべき内容が網羅されていないの

で、別途作成するか、記載内容を変更するなどして対応すること。 
⑯ 虐待の防止のための研修を年２回以上実施するとともに、新規採用時に実施するこ

と。 
⑰ 虐待の防止のための措置を適切に実施する為、専任の担当者を置くこと。 
 

（感染症の予防） 

⑱ 感染症の予防及びまん延の防止のための対策を検討する委員会（感染対策委員会）を

６月に１回以上実施すること。 
⑲ 感染症の予防及びまん延の防止のための研修について、年２回以上実施するととも

に、新規採用時にも実施すること。 
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（事故発生時の対応） 

⑳ 外部受診に至った事故等市に報告が必要な事故について、漏れなく報告すること。 
㉑ ヒヤリハットの件数が事故件数に比べて少ないため、積極的に事例を収集し、事故防

止に活用することが望ましい。 
 
（苦情対応） 

㉒ 苦情を受け付けた場合は、当該苦情の内容を漏れなく記録すること。 
 
（非常災害対策） 

㉓ 非常災害対策について、地震・風水害を想定した具体的計画を策定すること。 
㉔ 年に２回以上定期的に避難、救出その他必要な訓練を行うこと。 
㉕ 消防計画について、最新の情報に合わせたものに更新した上で、消防署に提出するこ

と。また、その内容については、定期的に従業者に周知徹底を図ること。 
㉖ 非常災害対策に関して、下記の措置を講じること。 

ア 火災に関する避難訓練に関して、夜間想定を訓練の実施を検討すること。 
イ 非常災害に係る避難訓練の実施にあたって、地域住民との連携を図るよう努めるこ

と。 
ウ 避難確保計画に関して、当該計画が事業所内に保管されておらず、計画に基づく避

難誘導ができない状態だったため、従業者に周知徹底を図った上で、常に当該計画に

基づく避難ができる体制を確保すること。 
 

（その他） 

㉗ 民法上、経年劣化や通常の使用による損耗などの修繕費用は、原状回復には含まれな

いとされていることから、退居時にその費用を入居者に負担させないよう留意するこ

と。 
（補足等） 

④について、指定認知症対応型共同生活介護事業者は、利用料のほか、食材料費、理美容

代、おむつ代及びその他の日常生活費の徴収をすることができます。「その他の日常生活費」

の範囲としては、「通所介護等における日常生活に要する費用の取り扱いについて」（平成 12

年 3 月 30 日付老企第 54 号通知）において定められています。通常の介護の提供上必要な物

品については、介護報酬に含まれていることから、原則として施設側が提供する必要があり

ます。ただし、これらの物品を施設側が提供できる旨を説明し、利用者や家族側の自由な選

択によって、個々の希望に応じて購入する場合（例：メーカーの希望、通常より高性能な物

品を希望する場合等）については、入所者・家族に購入費用を求めることは可能です。 

⑫について、身体拘束等の適正化のための指針に定めるべき項目は以下の通りです。 

  イ 施設における身体的拘束等の適正化に関する基本的考え方 

  ロ 身体的拘束適正化検討委員会その他施設内の組織に関する事項 
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  ハ 身体的拘束等の適正化のための職員研修に関する基本方針 

  ニ 施設内で発生した身体的拘束等の報告方法等のための方策に関する基本方針 

  ホ 身体的拘束等発生時の対応に関する基本方針 

  ヘ 入所者等に対する当該指針の閲覧に関する基本方針 

  ト その他身体的拘束等の適正化の推進のために必要な基本方針 

⑬⑯について、新規採用時の研修は、当該職員がサービス提供を行う前に実施してくださ

い。 

⑳について、医療機関受診に至った事故、トラブルが想定される事故が発生した場合等の

事故の報告手順については、「西宮市介護保険サービス事業者等における事故等発生時の報告

及び苦情等の対応取扱要領」の記載に則ってください。 

 

２．処遇に関する事項 

（認知症対応型共同生活介護計画の作成） 
① 認知症対応型共同生活介護計画の作成にあたっては、サービス提供開始までに当該計

画を作成し、利用者への説明及び同意を得ること。 
② 認知症対応型共同生活介護計画の作成にあたって、アセスメント等により把握した利

用者の希望や課題等については、アセスメントシート等に記録すること。 
③ アセスメント記録について、アセスメントを実施した計画作成担当者の氏名を記録す

ること。 
④ ケアプランの目標について、具体的に記載するよう努めること。 
⑤ 認知症対応型共同生活介護計画の作成にあたっては、従業者や他利用者と共同で行う

事業所における食事その他の家事等に関する目標を設定することが望ましい。 
⑥ サービス担当者会議について、アセスメントにて把握した課題に関して、ケアプラン

の目標設定の見送りに至った検討結果を記録すること。 
⑦ サービス担当者会議の記録に関して、原案に対して意見徴収した結果、プランの変更

になった経緯を記録すること。 
⑧ モニタリングの実施にあたっては、モニタリングシートに計画作成担当者の氏名を記

載すること。 
⑨ 認知症対応型共同生活介護計画に対するモニタリングについて、モニタリング実施日

を漏れなく記載すること。 
⑩ サービス提供にあたっては、ケアプランにて目標に位置付けたサービス提供内容につ

いて、適切に記録すること。 
⑪ 認知症対応型共同生活介護計画の作成にあたっては、レクリエーション、行事、利用

者の趣味又は嗜好に応じた活動に関する目標を設定するよう努めること。 
 
３．介護給付費の算定及び取り扱いに関する事項 
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（加算算定） 

① 看取り介護加算の算定に当たり、以下の点に留意すること。 
ア 看取り介護に係る計画書について家族等に説明し、その同意を得た以後の日を加算

の算定対象とすること。 
イ 医師が一般的に認められている医学的知見に基づき回復の見込みが無いとする診断

を行った以後の日を加算の算定対象とすること。 
② 認知症専門ケア加算(Ⅰ)の算定に当たっては、入居者総数のうち日常生活自立度Ⅲ以

上の入居者の割合が５割以上（前３月の平均値）であることを毎月確認し、記録に残す

こと。 
③ 生活機能向上連携加算（Ⅱ）の算定に当たっては、認知症対応型共同生活介護計画に

３月を目途とする達成目標に加えて経過的に達成すべき各月の目標を定め、かつ、各月

における目標達成度合いにつき、理学療法士等への報告及び理学療法士等から助言を受

けた内容の記録を残しておくこと。 
④ サービス提供体制強化加算の算定に当たり、職員の割合を算出する際は、常勤換算方

法により算出した前年度（３月を除く。）の平均を計算し、加算算定要件を満たすことを

確認すること。また、計算の記録については加算算定の挙証資料として適切に保管する

こと。 
⑤ 特定処遇改善加算に係る見える化要件について、「賃金以外の処遇改善に関する具体

的な取組内容」についてもホームページへの掲載等により公表すること。 
（補足等） 

 ①について、看取り介護加算を算定する際、死亡日から無条件に 45 日間遡って請求する

事例が散見されますが、看取り介護加算の算定対象期間は同加算の算定要件を全て満たした

以後となるため、例えば看取り介護加算の算定要件を満たした翌日に利用者が死亡した場合

は、算定対象期間は２日間となることに留意してください。 

 

４．人員・労務管理に関する事項 

① 人員基準や加算の算定を満たす挙証資料として必要な職員の資格者証については、そ

の写しを漏れなく保管すること。 
② 管理者及び計画作成担当者の夜勤については、それぞれの本来業務により集中できる

よう、その回数を減らすことを検討すること。 
 

【地域密着型介護老人福祉施設入居者生活介護】 

１．運営に関する事項 

（手続関連） 

① 身体拘束等の適正化のための指針に、必要項目を漏れなく記載すること。 

② 入所検討委員会において、入所可否等を検討した内容を記録すること。 
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③ 預り金の出納業務に関する費用の積算根拠を明確にすること。 
④ 介護保険被保険証に、サービス事業所名、入退所日を記載すること。 
⑤ 新規採用者に対する研修内容を記録すること。 
⑥ （短期入所生活介護）送迎費用に関する料金表について、通常の送迎の実施地域を超

えた地点から要した実費相当額に修正すること。 
⑦ （短期入所生活介護）運営規程に通常の実施地域を定めること。 
 
（情報開示） 

⑧ 重要事項説明書について、第三者評価の実施の有無について記載すること。 
 
（防火・防災） 

⑨ 高さのある棚や重量のある荷物については、地震による転倒や落下による危険がある

ため、固定や整理などの対策を講じること。 
⑩ 避難経路に避難の支障となる物品を置かないこと。 
 
（地域密着型施設サービス計画の作成） 

⑪ アセスメントの際に実施する面談は、計画作成介護支援専門員が行うこと。また、そ

の記録を残すこと。 
（補足等） 

⑥について、通常の送迎の実施地域内の送迎費用については、送迎加算により評価されて

いるため、利用者に対して別に実費費用の請求を行うことは認められません。 

 

２．介護給付費の算定及び取り扱いに関する事項 

（加算算定） 

① 日常生活継続支援加算の算定に当たり、介護福祉士の配置数を算出する際、非常勤職

員の有給休暇分は、勤務延時間数に含めないこと。 

② サービス提供体制強化加算の算定に当たり、常勤職員の割合を算出する際、当該事業

所において定められている常勤職員が勤務すべき時間数に達している非常勤職員につ

いて、常勤職員とみなして計算していたが、当該計算時に、非常勤職員の有給休暇分も

勤務延時間数は含めないこと。 
③ （短期入所生活介護）緊急時短期入所受入加算の算定に当たっては、緊急利用者にか

かる変更前後の居宅サービス計画を保存するなどして、適正な緊急利用に努めること。 
（補足等） 

①及び②については、平成 14 年 3月 28 日付厚生労働省事務連絡において、「非常勤職員

の従業者の休暇や出張の時間は、サービス提供に従事する時間とはいえないので、常勤換算

する場合の勤務延時間数に含めない。」と示されています。なお、常勤の従業者の休暇等の

期間については同事務連絡により、その期間が暦月で 1 月を超えるものでない限り、常勤の
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従業者として勤務したものとして取り扱うため、その旨も留意してください。 

 

３．人員・労務管理に関する事項 

（人員配置） 

① 毎月勤務表を作成し、サービスごとの勤務体制や勤務時間を明確にするとともに、指

定基準に定める人員配置及び各種加算の算定要件を満たしているか確認すること。 
② ユニットリーダー研修を受講したユニットリーダーを２名以上配置すること。 
 

以上 
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1

西宮市

質の高いケアマネジメントの推進
（前６か月間に居宅サービス計画に位置付け

た各サービスの割合等について）

令和３年度報酬改定において新たに減
算項目が追加されました。
適正に実施できているか、再度確認をお

願いします。

令和４年度介護保険サービス事業者等に対する集団指導
西宮市からの伝達事項【資料２－１】
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居宅介護支援
（ 前６か月間に居宅サービス計画に位置付けた各サービスの割合等について）

① 前６か月間に作成した居宅サービス計画の総数のう

ちに訪問介護、通所介護、福祉用具貸与、地域密着型

通所介護がそれぞれ位置付けられた居宅サービス計

画の数が占める割合

② 前６か月間に作成した居宅サービス計画に位置付け

た訪問介護、通所介護、福祉用具貸与、地域密着型通

所介護ごとの回数のうちに同一のサービス事業者によ

って提供されたものが占める割合（上位３位まで）

2

利用者等に説明する内容
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居宅介護支援
（ 前６か月間に居宅サービス計画に位置付けた各サービスの割合等について）

毎年度２回、次の期間における割合を算出すること。

① 前期（３月１日から８月末日）

② 後期（９月１日から２月末日）

説明については、指定居宅介護支援の提供の開始に
際し行うものとし、その際に用いる当該割合等について
は、直近の①もしくは②の期間のものとする。

3

前６か月間とは
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居宅介護支援
（ 前６か月間に居宅サービス計画に位置付けた各サービスの割合等について）

・ダウンロード先（居宅介護支援事業所における特定事業所集中減算の取り扱いについて）

4

割合の算出例（特定事業所集中減算集計票の活用） 1/4

【アクセス方法】

①西宮市ページトップ
ページ＞事業者向け情
報＞介護保険サービス
事業者関連情報＞介
護保険サービス事業者
に関する手続き・申請

②「65707128」で検索

4
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居宅介護支援
（ 前６か月間に居宅サービス計画に位置付けた各サービスの割合等について）

・(別紙10-3) 特定事業所集中減算判定票・集計表(居宅介護支援事業所)（エクセル：
115KB） を開く

5

割合の算出例（特定事業所集中減算集計票の活用） 2/4

このファイルをクリック
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居宅介護支援
（ 前６か月間に居宅サービス計画に位置付けた各サービスの割合等について）

集計表記入例シートを参考にして、各サービスの特定事業所集中減算集計票を完成さ

せる。

6

割合の算出例（特定事業所集中減算集計票の活用） 3/4

特定事業所集中減算集計票

サービス種類 　訪問介護

紹介率最高法人 　有限会社さんかく

法人名 事業所名 事業所番号
２年９月 ２年10月 ２年11月 ２年12月 ３年１月 ３年２月

総計

ヘルパーステーションさんかく 2870１・・・・・ 15 15 14 14 15 15 88
ヘルパーステーションしかく 28701・・・・・ 6 6 6 6 6 6 36

21 21 20 20 21 21 124

訪問介護ごかく 28701・・・・・ 10 10 10 10 10 10 60

10 10 10 10 10 10 60

りっぽう支援センター 2870１・・・・・ 3 4 4 4 4 4 23
ちょくほう支援センター 28701・・・・・ 3 3 3 3 3 3 18

6 7 7 7 7 7 41

はっかくケアセンター 28701・・・・・ 2 2 2 2 2 2 12

2 2 2 2 2 2 12

43 43 44 44 44 45 263

※　訪問介護サービス等のサービス種類ごとに集計票を作成して下さい。
※　紹介率の高い法人について、上位４法人を記入してください。
※　欄が足りない場合は、追加して下さい。

有限会社さんかく

株式会社ごかく

福祉法人ろっかく

株式会社ななかく

法人計

法人計

法人計

※　「居宅サービス計画に位置づけた計画数」とは、各月において事業所で作成された居宅サービス計画のうち、判定対象となるサービスを位置づけた計画
数です。

サービスを位置づけた居宅サービス計画の総数（全体数）

法人計

居宅サービス計画に位置づけた計画数

事業所番号

事業所名

判定期間

2870123456

まるマル居宅介護支援事業所

令和２年９月１日　～　令和３年２月２８日

各月の合計数を記入します。
この数字を、判定表(別紙10-3)のＢの欄に
記入します。
また、別紙（説明別紙）のＢの欄に記入し
ます。

各月の対象サービスを位置づけた計画数を記入します。

利用者一人につき、毎月１件となります。
なお、一人の利用者が複数の法人からサービスを受け
る場合でも、ケアプランの数は１件です。

１つの居宅サービス計画に、同法人で複数のサー

ビス事業所を位置づけている場合、その法人を位置
づけた計画数は１となります。
集計票において各月ごとの法人計を記載する際に

は、それらの複数の事業所のうち、いずれか１つの

事業所に計画数１を計上するようにしてください。

紹介率の高い上
位３事業所を選
択してください。

紹介率第１位事
業所
この数値を別紙
（説明別紙）の
Ｃ の欄に記入し
ます。

紹介率第２位事
業所
この数値を別紙
（説明別紙）の
Ｄ の欄に記入
します。

紹介率第３位
事業所
この数値を別
紙（説明別
紙）のＥ の欄
に記入します。

この数字を、判定票（別
紙１０－３）のＡの欄に
記入します。
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居宅介護支援
（ 前６か月間に居宅サービス計画に位置付けた各サービスの割合等について）

・特定事業所集中減算集計票の数値を別紙（説明書）シートの例に従って入力する。

・各サービスごとに作成し、印刷して、利用者等へ交付する。

7

割合の算出例（特定事業所集中減算集計票の活用） 4/4

事業所番号 2870123456

訪問介護を位置付けた計画数　Ｂ

訪問介護を居宅サービス計画に位置付けた割合　Ｂ÷Ａ

名称

住所

訪問介護に係る第１位事業所の占める割合　Ｃ÷Ｂ

事業所番号 計画数　C

2870１・・・・・ ８８　件

名称

住所

株式会社　ごかく

西宮市・・・・・・

対象期間において給付実績のある居宅サービス計画の総数 Ａ

西宮市・・・・・・

名称

同
一
の
訪
問
介
護
事
業
者

割
合

（

第
１
位

第

事業所名

対象期間

株式会社　まるマル　　　理事長　介護 一郎                                  

まるマル居宅介護支援事業所

３４     ％

280　件

令和　2年　9月　1日　～　令和　3年　2月　28日

（別紙）前６月間に居宅サービス計画に位置付けた各サービスの割合等

２６３　件

94     ％

ヘルパーステーションさんかく

有限会社　さんかく

事
業
所

法人名・代表者職名・氏名

訪問介護（例）
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居宅介護支援
（ 前６か月間に居宅サービス計画に位置付けた各サービスの割合等について）

指定居宅介護支援の利用の開始に際し、重要事
項説明書の内容等を説明する時

8

説明する時期

次①～③の全てを行うこと。

① 文書を交付すること。

② ①について口頭での説明を懇切丁寧に行うこと。

③ 利用者が理解したことについて、利用者から署名を

得ること。

説明方法
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居宅介護支援
（ 前６か月間に居宅サービス計画に位置付けた各サービスの割合等について）

9

理解したことについて利用者から署名を得る方法について

重要事項説明書等に規定した上で、他の重要事項と併せて説
明し、理解したことについて包括的に署名を得てもよい。

（西宮市標準重要事項説明書に規定する例）

※規定例は、集団指導ＨＰよりダウンロードすることができます。

「別紙のとおり」と規定して
おき、特定事業所集中減
算集計票の数値を別紙
（説明書）で交付してもよ
い。

-41-



居宅介護支援
（ 前６か月間に居宅サービス計画に位置付けた各サービスの割合等について）

指定居宅介護支援の利用の開始に際し、前６月間に居宅サービス計画に位置
付けた訪問介護等の割合等について文書を交付して説明を行っていない場合
は、運営基準減算として減算適用後の単位数を算定する。

10

運営基準減算

減算適用開始

令和３年４月１日 ( 契約月から当該状態が解消されるに至った月の前月まで）

減算単位数

１ヶ月 ☞ 所定単位数の５０％減算

２ヶ月以上継続する場合 ☞ 所定単位数は算定しない

（所定単位数の１００％減算）
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重 要 事 項 説 明 書  （指定居宅介護支援） 
 

あなた（又はあなたの家族）が利用しようと考えている指定居宅介護支援について、

契約を締結する前に知っておいていただきたい内容を、説明いたします。わからないこ

と、わかりにくいことがあれば、遠慮なく質問をしてください。 

 

この「重要事項説明書」は、「西宮市指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に

関する基準等を定める条例（平成 27 年西宮市条例第 60 号）」の規定に基づき、指定

居宅介護支援提供の契約締結に際して、ご注意いただきたいことを説明するもので

す。 

 

１ 指定居宅介護支援を提供する事業者について 

  略 

２ 利用者に対しての指定居宅介護支援を実施する事業所について 

(1) ～(4) 略  

(5)居宅介護支援の内容、利用料及びその他の費用について 

【表】略 

※ (Ⅱ)は、情報通信機器（人工知能関連技術を含む）の活用や事務職員の配置によって、当事業所

の介護支援専門員が行う基準第 13 条に掲げる一連の業務等の負担軽減や効率化に資すると認

められた場合に算定します。 

※ 当事業所が運営基準減算（居宅介護支援の業務が適切に行われない場合の減算）に該当する場

合は、上記金額の 50／100 となります。また 2 ヶ月以上継続して該当する場合には、算定しま

せん。 

居宅介護支援の業務が適切に行われない場合とは以下のような場合が該当します。 

・指定居宅介護支援の利用の開始に際し、利用者が複数の指定居宅サービス事業者等を紹介す

るよう求められることや、居宅サービス計画に位置づけられた指定居宅サービス事業者等の選

定理由の説明を求められることを文書により説明・交付を行っていない場合 

・指定居宅介護支援の利用の開始に際し、前６月間に作成した居宅サービス計画の総数のうち

に訪問介護、通所介護、福祉用具貸与及び地域密着型通所介護（以下、「訪問介護等」という。）

がそれぞれ位置付けられた居宅サービス計画の数が占める割合について文書により説明・交付

を行っていない場合  

・指定居宅介護支援の利用の開始に際し、前６月間に作成した居宅サービス計画に位置付けた

訪問介護等ごとの回数のうちに同一の指定居宅サービス事業者又は指定地域密着型サービス事

業者によって提供されたものが占める割合について文書により説明・交付を行っていない場合 

・居宅サービス計画の新規作成及び変更に当たって、利用者の居宅を訪問し利用者および家族

に面接していない場合、当該計画について利用者又は家族に対し説明・同意・交付を行ってい

ない場合 

・居宅サービス計画の新規作成や変更時、要介護認定の更新や区分変更時に、サービス担当者

会議の開催等を行っていない（やむを得ない場合を除く）場合 

・居宅サービス計画の作成後、当該計画の実施状況の把握のため 1 月に利用者の居宅を訪問し

利用者に面接していない場合、その結果を記録していない場合 

※ 以下 略 
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 (6)前６月間に居宅サービス計画に位置付けた訪問介護等の割合等について  

別紙 2のとおり 

 

(7)加算料金 

略 

 

３～13 略 

14 重要事項説明の年月日 

この重要事項説明書の説明年月日 年   月   日 

 

上記内容について、「西宮市指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準等を定

める条例（平成 27年西宮市条例第 60号）」の規定に基づき、利用者に説明を行いました。 

事

業

者 

所 在 地 
 

法 人 名 
 

代 表 者 名  

事 業 所 名 
 

説明者氏名   

 

 上記内容の説明を事業者から確かに受け、内容について同意し、重要事項説明書の交付を受

けました。 

利用者 
住 所 

 

氏 名  

 

代理人 
住 所 

 

氏 名  

 

 

利用者の 

ご家族 

住 所 
 

氏 名  

続柄  
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（別 紙 2） 前６月間に居宅サービス計画に位置付けた訪問介護等の割合等について 

 (メモ)下記の表は、特定事業所集中減算集計票の説明用シートを活用した場合の例示です。 

 実際に説明する際には、下記の表を参考に、サービスごとに必要事項を記載したものを作成して 

ください。 

(注意：訪問介護、通所介護、地域密着型通所介護、福祉用具貸与 のサービスごとに必要です。) 

 

 

 

事業所番号 2870123456

訪問介護を位置付けた計画数　Ｂ

訪問介護を居宅サービス計画に位置付けた割合　Ｂ÷Ａ

名称

住所

訪問介護に係る第１位事業所の占める割合　Ｃ÷Ｂ

事業所番号 計画数　C

2870１・・・・・ ８８　件

名称

住所

第２位事業所の占める割合　Ｄ÷Ｂ

事業所番号 計画数　D

2870１・・・・・ ６０　件

名称

住所

第３位事業所の占める割合　Ｅ÷Ｂ

事業所番号 計画数　E

2870１・・・・・ ３６　件

有限会社　さんかく

西宮市・・・・・・

１４     ％

事
業
所

名称

ヘルパーステーションしかく

株式会社　ごかく

西宮市・・・・・・

２３     ％

対象期間において給付実績のある居宅サービス計画の総数 Ａ

西宮市・・・・・・

名称

同
一
の
訪
問
介
護
事
業
者
に
よ

っ
て
提
供
さ
れ
た
も
の
の

割
合

（
上
位
３
位

）

第
１
位

第
２
位

第
３
位

事業所名

対象期間

株式会社　まるマル　　　理事長　介護 一郎                                  

まるマル居宅介護支援事業所

３４     ％

280　件

令和　2年　9月　1日　～　令和　3年　2月　28日

（別紙）前６月間に居宅サービス計画に位置付けた各サービスの割合等

２６３　件

94     ％

ヘルパーステーションさんかく

事
業
所

名称

訪問介護ごかく

有限会社　さんかく

事
業
所

法人名・代表者職名・氏名

訪問介護（例）
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1 

運営推進会議の実施について 

 

 運営推進会議（定期巡回・随時対応型訪問介護看護については、「介護・医療連携推進会議」）

の開催にあたっては、下記に留意してください。 

 

１．開催頻度について 

サービス毎に定められた頻度を開催してください。 

【定期巡回・随時対応型訪問介護看護、地域密着型通所介護、認知症対応型通所介護】 

 ６カ月に１回以上 

【小規模多機能型居宅介護、看護小規模多機能型居宅介護、認知症対応型共同生活介護、

地域密着型介護老人福祉施設入居者生活介護】 

 ２カ月に１回以上 

 

２．委員の出席について 

・ 開催にあたっては、委員の過半数の出席者の参加が必要です。 

・ 各委員ができる限り出席できるよう日程調整を行い、遅くても１カ月前に開催日時、

開催場所を委員に通知してください。 

 ・ 欠席された委員に対しては、当日資料を送付するなど配慮をしてください。 

・ 運営推進会議等の委員については、下記のとおりです。 

委員 具体例 

利用者、利用者の家族  

地域住民の代表者 民生委員、自治会会長など 

市職員等 市職員、地域包括支援センター職員、権利擁護支援者※１ 

各事業所に派遣する市職員等については、市で決めていま

す。※２ 

当該事業所の事業について

知見を有する者 

運営推進会議を設置すべき当該事業所以外の市内他事業所

の管理者、介護支援専門員、生活相談員等 

（介護・医療連携推進会議

のみ）地域の医療関係者 

医師会の医師等又は地域の医療機関の医師若しくは医療ソ

ーシャルワーカー等 

※１権利擁護支援者 

 西宮市における多様な権利擁護支援ニーズに対応する一定の研修を終了し、西宮市高

齢者・障害者権利擁護支援センターが行う権利擁護支援者人材バンクに登録している一

般市民の方。 
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2 

※２各事業所に派遣される市職員等 

例年 10 月に、各事業所に派遣する市職員等を決定しています。 

（１）定期巡回・随時対応型訪問介護看護、地域密着型通所介護、認知症型通所介護 

原則、市職員もしくは地域包括支援センター職員（一部事業所については、権利擁

護支援者の場合あり） 

（２）小規模多機能型居宅介護、看護小規模多機能型居宅介護、認知症対応型共同生活

介護、地域密着型介護老人福祉施設入居者生活介護】 

権利擁護支援者１～２名 

 

３．議題について 

単に事業所の状況報告にとどまらず、地域との連携や、事業所の運営、在宅介護に関す

ることなど幅広いテーマについて、運営推進会議の委員から意見・助言を受けてくださ

い。 

 

４．開催結果の公表について 

  運営推進会議の報告、評価、要望、助言等について記録を作成し、公表してください。 

  

５．運営推進会議の開催報告について 

開催後１カ月以内にその結果を市法人指導課に報告してください。 

報告様式については、当該資料ｐ４、ｐ５参照。 

 

６．新型コロナウイルス感染症に係る特例措置について 

 （１）会議形式時の出席人数について 

本来、委員の半数以上の出席が必要ですが、感染防止対策を講じるためやむを得な

い場合は半数未満であっても開催して差し支えありません。ただし、欠席した委員に

当日資料を送付するなど、配慮をお願いします。 

  （２）書面会議の実施について 

会議形式による開催に代えて、書面会議による開催を可能とします。書面会議の開

催にあたり、以下に留意ください。 

・ 当日の議題等に関する資料を委員に送付し、委員から書面等により意見・助言を

求めるよう努めてください。 

・ 資料送付にあたっては、個人を特定する記載は避けるなど、個人情報の取り扱い

に配慮してください。 

・ 書面会議開催後、開催概要を記録し、委員に送付した資料を添付の上、市に報告

してください。市への開催報告をもって、今年度の運営推進会議等を開催したもの

と扱います。なお、開催報告期限は資料を送付した月の翌月末日までとします。 
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3 

 

７．その他  

  （１） 運営推進会議の概要や市への報告様式に関しては、西宮市ホームページ「地域

密着型サービス事業者が実施する運営推進会議等について」（ページ番号：

67338619）にてご確認ください。 

（２） 運営推進会議の開催報告がない事業所については同会議が開催されていないと

みなし、運営基準違反として開催及び報告を求めるよう指導いたします。運営基

準違反が改善されない場合は、優先的に実地指導の対象とさせていただきます。 

 

 

以上 
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4 

○○○通所介護事業所 令和４年度第○回 運営推進会議 報告書（例） 

 
作成日：令和○○年○月○日 

報告者：○○ ○○ 

 

 
 地域密着型サービス事業所にかかる運営推進会議について下記のとおり報告いたします。 

 
記 

 
１．事業所名：○○○通所介護事業所 

  サービス種別：地域密着型通所介護 

 
２．開催日時 

  日時：令和○○年○月○日（○） 14：00～15：00 

  場所：○○○通所介護事業所 会議室 

 
３．参加者 

委 員 氏 名 出 欠 

利用者   

利用者の家族   

地域住民の代表   

知見を有する者（所属：            ）   

市職員等（所属：                ）   

事業所職員（所属：               ）   

 
４．活動状況の報告（令和○○年○月○日現在） 

【利用者状況】○○名（男性○○人、女性○○人）／定員○○名  

【介護度】 要支援１ 2 名、要介護２○名  

【年齢】平均年齢 86 歳、最高齢 92 歳、最年少 71 歳 

【介護職員の状況】 職員総数○名（介護支援員○名、介護福祉士○名、ヘルパー○名、看護

師○名） 

【活動・行事】3 月 3 日 ひな祭り。 

       4 月×日 ○○公園に外出し、桜観賞。 

                
【事故】5 月×日 ご利用者様が送迎車に乗りこむ際に、打撲 
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5 

 
【地域交流】7 月×日 ○○小学校のボランティア体験 

 
５．上記「活動状況の報告」に関する委員の意見等 

【利用者】 

【利用者家族】  

【地域住民の代表】  

【知見を有する者】 

【市職員等】  

 

 
６．議題及びそれに対する要望、助言等 

 
議題 ○○○について 

意見、要望、助言 

【利用者】 

【利用者家族】  

【地域住民の代表】  

【知見を有する者】 

【市職員等】  

事業者からの意見 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
以上 
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1 

運営推進会議を活用した評価の実施、外部評価の受審について 

 

 １．運営推進会議を活用した評価の実施について 

（１）対象事業者 

・ 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護、指定小規模多機能型居宅介護、指定看

護小規模多機能型居宅介護 

・ 認知症対応型共同生活介護（外部評価との選択制） 

 

  （２）実施頻度 

    毎年 

 

  （３）実施手順・所定様式 

    サービス毎に実施手順及び所定様式が異なります。詳細については、西宮市ホーム

ページ「運営推進会議を活用した評価の実施について」（ページ番号：13113835）を

ご確認ください。 

 

  （４）評価実施後の公表について 

     評価結果については、（３）の所定様式利用者及びその家族に情報提供するとと

もに、「介護サービスの情報公表制度」に基づく介護サービス情報公表システムへ

の掲載、法人のホームページへの掲載又は事業所内の見やすい場所への掲示などの

方法により公表してください。 

 

（５）評価結果の市への報告について 

  評価結果について、（３）の所定様式を西宮市法人指導課にご提出ください。提

出のあった評価結果については、サービスの利用希望者の選択に資するため、市の

窓口や地域包括支援センターの窓口において掲示等を行います。 

   

（６）留意事項 

  ・ 運営推進会議等を活用した評価実施時は、他事業所との合同開催はできませ

ん。（単独開催が必要です。） 

・ 認知症対応型共同生活介護事業所が運営推進会議を活用した自己評価を実施し

た場合であっても、外部評価機関による外部評価の受審免除事由には該当しませ

ん。 
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2 

 ２．外部評価機関の受審について 

（１）実施義務のある事業者 

 認知症対応型共同生活介護（運営推進会議による評価実施との選択制） 

 

  （２）実施頻度 

    原則、毎年１回。ただし、以下の要件を満たし、市に受審免除申請書を提出した事

業者いついては、外部評価を受けた翌年は受審免除となります。 

・運営推進会議を年６回以上実施している。 

・前年度の「自己評価及び外部評価結果」及び「目標達成計画」を市に提出してい

る。 

    ・前年度の「自己評価及び外部評価結果」に重大な問題が見受けられない。 

 

  （３）受審事業者 

    兵庫県が認定した地域密着型サービス第三者評価機関による評価を受審してくださ

い。詳細については、兵庫県ホームページ「地域密着型サービス第三者評価機関一

覧」（https://web.pref.hyogo.lg.jp/kf30/hw16_000000041.html）をご確認くださ

い。 

 

  （４）評価結果の公表について 

     評価結果については、（３）の所定様式利用者及びその家族に情報提供するとと

もに、「介護サービスの情報公表制度」に基づく介護サービス情報公表システムへ

の掲載、法人のホームページへの掲載又は事業所内の見やすい場所への掲示などの

方法により公表してください。 

 

（５）実施後の市への報告について 

     評価実施後、所定様式を西宮市法人指導課にご提出ください。提出のあった評価

結果については、サービスの利用希望者の選択に資するため、市の窓口や地域包括

支援センターの窓口において掲示等を行います。 

 

  （６）その他 

     制度の概要や受審免除申請書等については、西宮市ホームページ「認知症対応型

共同生活介護等事業所における自己評価・外部評価について」（ページ番号：

20658246）をご確認ください。 

 

以上 
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令和４年度介護保険サービス事業者等に対する集団指導 

西宮市からの伝達事項【資料 5】 

 

1 

西宮市有料老人ホーム設置運営指導指針及び 

西宮市サービス付き高齢者向け住宅運営指導指針の改定について 

 

〇指針の改正について 

国の定める『有料老人ホーム設置運営標準指導指針』の改正を受け、令和 4 年 4 月 1 日付

けで『西宮市有料老人ホーム設置運営指導指針』及び『西宮市サービス付き高齢者向け住宅

運営指導指針』の改正を行いました。 

 

〇重要事項説明書の様式改正について 

 また、有料老人ホーム（有料老人ホームに該当するサービス付き高齢者向け住宅含む）に

おいては、老人福祉法により作成が義務付けられている重要事項説明書につきましても、上

記の改正に伴い本市の定める様式が改正となりました。 

現に運営している有料老人ホームにおきましては、今一度様式を確認いただき、改正後様

式に対応されていない場合は、すみやかに改正後の様式で作成いただきますようお願いしま

す。なお、このたびの様式の変更に関しましては、老人福祉法第 29 条第２項の届出は不要

ですが、今後定期報告等の際には改正後の様式でご提出いただきますようお願いします。 

 

○ 改正後指針等確認について 

改正後の指針については、以下の URL からダウンロードできます。 

 

西宮市ホームページ 

トップページ →「事業者向け情報」→「介護保険サービス事業者関連情報」→「介護保

険サービス事業者に関する手続き・申請」→「有料老人ホーム・サービス付き高齢者向け

住宅の設置運営について～事業者の方へ～」（ページ番号 10448155） 

URL：https://www.nishi.or.jp/jigyoshajoho/kaigojigyo/tetsuzuki/yuryorojin.html 
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1

西宮市法人指導課

介護サービス事業者等における事故等発生時
の報告及び苦情等の取扱いについて

令和４年度介護保険サービス事業者等に対する集団指導
西宮市からの伝達事項【資料６】
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事故等報告の範囲について①

① 「サービスの提供による」とは送迎、通院等の間の事故も含まれます。

また、在宅介護の通所・短期入所サービス及び施設サービスにおいては、利用者が事業所内にいる
間は「サービスの提供中」に含まれます。

② ケガの程度については、外部の医療機関で受診を要したものを原則とするが、それ以外でも家族等
に連絡しておいた方がよいと判断されるものについては、市に対しても報告してください。

ただし、訪問サービスにおいては、次の場合、市への報告は不要としますが、処置した内容は記録し
て保管しておいてください。

・ サービス提供を開始する前（訪問時）や利用者の体調変化等のために利用者等からの要請により緊

急的に訪問した際に、利用者の状態変化によって緊急搬送や臨時受診（往診を含む。）を行った場合。

・ 平時から利用者の急変等に対する緊急時対応が予測され、当該緊急時対応が居宅サービス計画

等に位置付けられている場合に、利用者の状態変化によって緊急搬送や臨時受診（往診を含む。）を

行った場合。 2

(1)-1 サービスの提供による、利用者のケガ又は死亡事故の発生
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事故等報告の範囲について②

③ 事業者側の過失の有無は問いません（利用者の自己過失によるケガであっても②に該

当する場合は報告してください。）。

④ 利用者が病気等により死亡した場合であっても、死因等に疑義が生じる可能性のあると

き（トラブルになる恐れがあるとき）は、市へ報告してください。

⑤ 利用者が、事故発生から、ある程度の期間を経てから死亡した場合は、事業者は速や

かに、市へ連絡若しくは報告書を再提出してください。

3

(1)-2 サービスの提供による、利用者のケガ又は死亡事故の発生
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事故等報告の範囲について③

感染症とは「感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律」に定めるもの

のうち、原則として１類、２類、３類とします。

ただし、通所・短期入所サービス及び施設サービスにおいては、感染性胃腸炎（ノロウイル

ス）や疥癬の発生など、利用者等に蔓延する恐れのある場合並びに新型インフルエンザ等

に係るクラスター（集団発生）サーベイランスの報告を健康福祉事務所（保健所）に行った

場合又は当該報告を行わない場合であっても事業者の判断で休業を行うなどサービス提

供の継続に支障をきたすような場合も、市へ報告してください。

また、食中毒及び感染症等の発生について、関連する法に定める届出義務がある場合は

これに従うほか、保健所等と連携・協力して対応してください。

4

(2) 食中毒及び感染症等の発生
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事故等報告の範囲について④

利用者の処遇に影響があるものについて報告してください。

例えば、利用者からの預り金の横領、送迎時の交通事故などが報告していただく

ことに該当します。

なお、職員（従業者）による高齢者虐待を受けたと思われる高齢者を発見した場

合は、「高齢者虐待の防止、高齢者の養護者に対する支援等に関する法律（平成

１７年11月９日法律第124号）」の規定に基づき、市へ通報してください。

5

(3) 職員（従業者）の法令違反・不祥事等の発生
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事故等報告の範囲について⑤

利用者や利用者家族等と重大なトラブル（訴訟等）となる

又はなる恐れがある場合等は、事前に市に報告してくださ

い。

6

(4) その他、報告が必要と認められる事故の発生
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事故等報告の手順について①

① 電話の場合は、連絡者の名前を名乗るとともに、市の受付者の名前を確認してください。また、ＦＡＸ

の場合でも市へ到着したかどうかを確認してください。なお、ＦＡＸの報告書には個人情報に該当する部

分（標準書式の場合の「対象となった被保険者番号・氏名・要介護度」の欄など）を伏せて送付し、着

信確認時に個人情報部分を口頭で伝えるなど個人情報の保護に留意してください。

② 「速やかに」の期限については、最大限の努力をして可能な範囲とします。例えば、午後に事故が起

こり、処置等のために数時間を要し、深夜になった場合は、翌朝早くに報告を行う、金曜日夕刻に事故

が発生した場合は、土日の間にＦＡＸを入れ、月曜日朝早くに電話確認を行うなど、社会通念に照らし

て最大限の努力してください。

③ ＦＡＸ等に使う書式については、西宮市の書式を標準とします。（後述）

(1)(2)(3)の順に、同じ書式を使って、徐々に必要な箇所が埋まっていく形でも差し支えありません。

7

(1) 事故後、事業者は、速やかに市へ電話又はＦＡＸで報告する
（第一報）
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事故等報告の手順について②

8

(2) 事故処理の経過についても、電話又はＦＡＸで適宜報告する。

(3) 事故処理の区切りがついたところで、定められた書式（ウの「事
故報告書」）を用いて、文書で報告する。

(4) 各事業者は、保険者、利用者（利用者の家族を含む。）及び事

業者が事故の事実関係を共通に把握することができるよう、利用
者に対し、事故報告書の控えを積極的に開示し、求めに応じて交
付する。
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報告の書式①

9

令和　　　　年　　　　月　　　　日　　

法人名

事業所（施設）名

事業所番号

記載者職氏名

サービス種類

（事故が発生した

サービス）

サービス付き高齢者向け住宅（特定施設を除く）

氏名・年齢・性別 年齢： 性別： 要支援・要介護度：

被保険者番号 年　　　月　　　　日

住所

 年 月 日 時 分

【 介護中 食事中 入浴中 送迎中 その他（　　　　　　　　　　　　　）】
発生場所

２

対

象

者

サービス提供日

発生時等

※予防（第１号事

業）サービスを含む

看護小規模多機能型居宅介護　 介護予防支援 軽費老人ホーム

お泊りデイサービス 介護医療院 有料老人ホーム（特定施設を除く）

定期巡回・随時対応型訪問介護看護 夜間対応型訪問介護 地域密着型通所介護 認知症対応型通所介護　

小規模多機能型居宅介護　 認知症対応型共同生活介護　 地域密着型特定施設入居者生活介護 地域密着型介護老人福祉施設入所者

生活介護

短期入所生活介護 短期入所療養介護 特定施設入居者生活介護　 福祉用具貸与

特定福祉用具販売 介護老人福祉施設 介護老人保健施設 介護療養型医療施設

居宅介護支援 訪問介護 訪問入浴介護 訪問看護

訪問リハビリテーション 居宅療養管理指導 通所介護 通所リハビリテーション

FAX番号

メールアドレス１

事

業

所

の

概

要

介護保険事業者等　事故等報告書（事業者→市町）

所在地

電話番号

報告の書式については、本市ホームページ内からダウン
ロードしてください。
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報告の書式②

10

本市ホームページの場所はこちらです。

市ホームページ 事業者向け情報 →社会福祉法人・施設等関連情報→
→社会福祉法人・施設等の指導監査→介護サービス事業者等における事故等発生時の報告及び苦情等の取扱
いについて

または市のトップページから
35501684 で検索
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事故報告（集計・分析結果）について

11

報告のあった介護サービス事業者等における事故報告書の集計・分析結果を公表します。

今後の事業運営及び介護事故防止にご活用下さい。

市ホームページ 事業者向け情報 →社会福祉法人・施設等関連情報→
→社会福祉法人・施設等の指導監査→介護サービス事業者等における事故等発生時の報告及び苦情等の取扱
いについて

各年度の集計結果に
ついて、翌年度の初頭
に公表いたします。
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令和４年度介護保険サービス事業者等に対する集団指導 

西宮市からの伝達事項【資料７－１】 

介護保険サービス事業所（医療みなし及び居宅療養管理指導除く） 

メールアドレス登録のお願い 

 

今般、国・県及び本市から介護保険サービスの取り扱い等重要なお知らせについて、

随時電子メール等で通知をさせていただいております。 

しかしながら、現時点で法人指導課にメールアドレスの登録を行っていない、あるい

は、登録されているメールアドレスが無効となっているため、メールをお届けできない

事業所が見受けられます。 

各事業所のメールアドレスをご確認いただき、メールアドレスが変更になった際は必

ず再登録いただきますようお願いいたします。 

 

１．メールアドレス登録の留意点 

・ 登録するメールアドレスは、「個人メールアドレス」を避けてください。 

※登録されている個人メールアドレスの従業者の方が異動や退職等により、送信で

きない場合があります。 

・ 指定サービス毎にメールアドレスを登録してください。ただし、複数の指定サー

ビスについて、同一のメールアドレスを登録することができます。 

※市の通知は、特定の指定サービス事業者へ送信する場合があります。 

 

２．メールアドレス登録方法 

「西宮市所管介護サービス事業所メールアドレスの登録様式.xlsx」をダウンロー

ドして必要事項を記入の上、次のいずれかの方法によりご提出ください。 

① 市法人指導課の窓口に持参又はファックス（0798-34-5465） 

② 法人指導課（hojin@nishi.or.jp）へメール 

 

以上 
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令和４年度介護保険サービス事業者等に対する集団指導
⻄宮市からの伝達事項【資料7-2】

西宮市所管介護サービス事業所メールアドレスの登録様式
（事業所担当者⇒法人指導課） 法人指導課ＦＡＸ番号（0798-34-5465）

事業所番号 事業所名 サービス種別
事業所

電話番号
記載

担当者名
事業所メールアドレス

例 2860990XXX 法人指導訪問看護事業所 （介護予防）訪問看護 0798-35-3045 法人 太郎 hojin@nishi.or.jp

1

2

3

4

5

記入する際の留意点

・　登録するメールアドレスは、「個人メールアドレス」を避けるようにしてください。

・　指定を受けたサービス毎にメールアドレスを登録してください。ただし、複数のサービスについて、同一のメールアドレスを登録することができます。

・　介護予防サービスと総合事業サービスについては、同一のメールアドレスを登録してください。
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令和４年度介護保険サービス事業者等に対する集団指導 

西宮市からの伝達事項【資料８－１】 
 

伝達事項（高齢介護課） 

 

Ⅰ ケアプランへの災害避難情報の記載について（依頼） 

近年、地震や台風、土砂災害など、市内においても災害が発生しています。災害時に支援

を必要とする方については、日ごろから家族やサービス事業所等と災害に備えた話をする

ことが大切です。 
防災に関する意識を高めるため、令和 5 年 4 月より、ケアプランに災害避難情報（緊急

連絡先や避難所情報）を記載するなどのご協力をいただきますようお願い申し上げます。 
 

詳細については、別添「ケアプランへの災害避難情報の記載について（依頼）」及び市ホ

ームページ（ページ番号：80995003）をご参照ください。 
 

Ⅱ 家事援助限定型訪問サービスについて 

 家事援助限定型訪問サービスについて、以下のとおり、実施の目的等の再周知を行います

ので、ご確認の上、適正な運営にご協力をお願いいたします。 

詳細については、「介護予防・日常生活支援総合事業の手引き（共通版）」及び「家事援助

限定型訪問サービスの手引き」をご参照ください【市ホームページ（ページ番号：18014213）

に掲載しております】。 
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令和４年度介護保険サービス事業者等に対する集団指導 

西宮市からの伝達事項【資料８－１】 
 

 

 

 

 

 

-68-



令和４年度介護保険サービス事業者等に対する集団指導 

西宮市からの伝達事項【資料８－１】 
 

Ⅲ 福祉用具貸与に係る留意事項について 

 福祉用具貸与の取り扱いについて、問い合わせが多い項目を中心に、当市の見解を周知し

ますので、ご確認の上、適正なサービス提供に努めていただきますようお願いします。 

 

（1）福祉用具貸与例外給付申請の提出時期について 

原則として、利用開始前に申請してください。 
ただし、認定結果が出る前に利用していた場合、主治医の所見を得るのに時間がかかった

場合などは、申請月の前月 1 日までさかのぼって確認を出すことは可能です。 
やむを得ない事情で提出がそれ以上遅れる場合は必ず連絡をしてください。連絡がなか

った場合は、さかのぼって確認を出すことができませんので、ご注意ください。 
 
※要介護認定の新規（区分変更）申請中の場合は、認定の結果が出てから申請してください

（提出期限は認定日の属する月の翌月末までです）。ただし、医師への意見の聴取、貸与の

必要性の検討等、例外給付の対象になるかの判断は、必ず貸与開始前に行ってください。 
 

※詳細は市ホームページ（ページ番号：15560082）をご参照ください。 

 

（2）特殊寝台附属品のみの貸与について 

 既に特殊寝台を使用している場合には、特殊寝台付属品のみの貸与について保険給付を

受けることは可能です。 

 ただし、特殊寝台ではなく、通常のベッドを使用している方に対して附属品のみの貸与を

行う場合、保険給付の対象とはなりませんのでご注意ください。 

 

【参考】QA（H12.11.12／介護保険最新情報 vol.93） 

Q．介護保険の給付を受けずに車いす、特殊寝台を使用している者が、車いす付属品、特殊

寝台付属品のみの貸与を受けた場合でも、介護保険の給付対象となるか。 

 

A．既に車いす、特殊寝台を使用している場合には、これらについて介護保険の給付を受け

ているか否かにかかわらず、車いす付属品、特殊寝台付属品のみの貸与について保険給

付を受けることは可能である。 

 

以 上 

 

【問合せ先】 

西宮市 高齢介護課 

給付・適正化チーム 

℡0798-35-3048 
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令和４年度介護保険サービス事業者等に対する集団指導 

西宮市からの伝達事項【資料８－２】 

 

令和 5 年 3 月 
（2023 年） 

市内介護保険サービス事業所 各位 
⻄宮市⾼齢介護課⻑ 

 

ケアプランへの災害避難情報の記載について（依頼） 

 
 平素より、本市介護保険事業にご理解とご協力を賜り、厚く御礼申し上げます。 

さて、近年、地震や台風、土砂災害など、市内においても災害が発生しています。災害時
に支援を必要とする方については、日ごろから家族やサービス事業所等と災害に備えた話
をすることが大切です。 

防災に関する意識を⾼めるため、下記のとおり、ケアプランに災害避難情報をご記載する
などのご協力をいただきますようお願い申し上げます。 

 
記 

 
1．ケアプランへの災害避難情報の記載 
（1）記載箇所及び内容等（別紙「記載例」参照） 

対象者 記載書類 記載箇所 記載内容 

要介護者 居宅サービス計画書(1) 
総 合的 な援助 の
方針 

①災害時の緊急連絡先、
②避難所情報 

要支援者 
（事業対象者） 

介護予防サービス・ 
支援計画書 

総合的な方針 
①災害時の緊急連絡先、
②避難所情報 

※施設サービス計画書（1）を除く。 
 
（2）ケアプランの掲示 

利用者に意識をしていただけるように、ケアプランを日常的に目につきやすい場所に掲
示してください。なお、ケアプランに情報を記載した上で、別紙チラシ等の他の掲示物で対
応していただいても構いません。 
 
（3）サービス担当者会議等での共有 
 上記（1）及び（2）について、サービス担当者会議等を利用し、情報を共有してください。 
 
2．開始時期 
 令和 5 年 4 月 1 日以降のサービス担当者会議、ケアプラン作成や更新時に順次実施をお
願いいたします。 
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3．市ホームページへの掲載 
 市ホームページに「ケアプランへの災害避難情報の記載について」（ページ番号：
80995003）の情報を記載しています。掲示用のチラシなどを掲載しておりますので、必要
に応じてダウンロードの上、ご活用ください。 
 
4．防災関連情報 

⻄宮市防災ポータル【以下の二次元コード又は URL（https://www.nishinomiya-bousai.jp/） 
からアクセス可能です】において、地図情報で住所地を入力すれば、近隣のハザードリスク
や避難所が確認できます。 

防災関連についてのお問合せは地域防災支援課（0798-35-3599） 
 
 
 
 
 
 
5．添付書類 

① ケアプランへの災害避難情報の記載について（実施趣旨） 
② 記載例（居宅介護サービス計画書及び介護予防サービス・支援計画書） 
③ Q＆A（ケアプランへの災害避難情報の記載について） 

 ④ 掲示用チラシ 
以 上 

 
【お問合せ先】 

⻄宮市 ⾼齢介護課 
給付・適正化チーム 
TEL：0798-35-3048 
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ケアプランへの災害避難情報の記載について（実施趣旨） 

 
１．実施の背景 

 令和３年に「災害対策基本法等の一部を改正する法律（令和３年法律第 30 号。以下「改
正災害対策基本法という。）」が成立し、これを受け、「避難行動要支援者の避難行動支援に
関する取組指針」が改定されました。改正災害対策基本法において、「市町村は個別避難計
画を作成するよう努めなければならない」こととされ、取組指針において、個別避難計画作
成の業務に、福祉専門職（特に介護支援専門員や相談支援専門員）の参画を得ることが極め
て重要であるとされました。 
 

ただし、国が想定している個別避難計画は、避難支援時の支援者を確保するなど、策定の
ハードルが非常に高いことから、本市においてはケアプランへの災害時避難情報の記載を、
簡易版個別避難計画（第１段階）とし、第１段階の策定結果をふまえ、必要な対象者につい
て個別避難計画（第２段階）を策定するものと考えております。 
 
2．目的 

ケアプランにサービス利用者の災害時情報を記載することによって、利用者及び家族の
防災への意識を促すとともに、介護支援専門員及びサービス担当者が当該情報を共有し、避
難支援体制づくりにもつなげていくことを目的としています。 
 
3．実施に向けて 

ケアプラン作成（新規又は更新）時に災害時避難情報を記載するにあたり、医療・福祉専
門職で構成する「⻄宮市災害時ケアプランに関する検討会」を開催し、記載方法や周知方法
などを検討いたしました。また、検討会委員による、ケアプランへの災害時避難情報の試行
的実施も行いました。 
 
【⻄宮市災害時ケアプランに関する検討会】 

（1）委 員：居宅介護支援専門員 4 名、地域包括支援センター職員 2 名 
（2）開 催：3 回（令和 4 年 8 月、10 月、令和 5 年 2 月） 

 
4．スケジュール 

R4 年度  
8 月〜2 月 ⻄宮市災害時ケアプランに関する検討会開催（全 3 回） 

委員による試行的実施 
3 月 全事業所への周知 

R5 年度 ケアプランへの記載を開始 
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記載例 

-73-



カテゴリ 質問内容 回答

対象者 すべての方を対象とするのか。
原則居宅サービスを利用しているすべての方を対
象としています。

対象者 特養等の施設入所者も対象となるのか。

居宅サービス利用者を対象としておりますので、
施設入所者は本依頼の対象外となります。ただ
し、記載してはいけないものではございませんの
で、必要に応じて、ご記載ください。

対象者 総合事業のみの利用者も対象となるのか。 対象となります。

事業実施等 記載しないと減算等の対象となるのか。
減算の対象とはなりませんが、可能な限り記載し
ていただくよう、ご協力をお願いします。

事業実施等
記載したケアプランは市に提出する必要がある
のか。

市への提出は不要ですので、関係者間での共有を
お願いします。

記載について どの時期に記載をすればよいか。

令和5年4月1日以降、ケアプランの新規作成時及
び更新時、目標更新時に実施してください。な
お、ケアプランの更新時等においても緊急連絡先
や災害時避難情報の更新及び共有をお願いしま
す。

記載について
文字数等の制限により第1表に記載できない場
合、どうすればよいのか。

（1）要介護の方の場合
第2表に記載してください。なお、第2表に記載す
る場合、目標や期間等の記載は不要です。

（2）要支援の方の場合
「妥当な支援の実施に向けた方針」欄に記載して
ください。

記載について
緊急連絡先と避難所以外の情報を記載してもよ
いか。

左記の情報に加えて、追加の項目を記載すること
を妨げるものではございません。

記載について
避難所に避難できない方も避難所情報を記載す
るのか。

避難物資が運搬される可能性があることなどか
ら、避難所を記載していただくことを想定してお
ります。ただし、家族宅など別の場所を記載して
いただいても構いません。

サービス担当者
会議

サービス担当者会議において、共有すべき内容
は。

実施の趣旨をご理解の上、災害時の緊急連絡先及
び避難所等の情報共有をお願いします。

サービス担当者
会議

サービス担当者会議に代えて、意見照会を行う
場合も実施しないといけないのか。

可能な限り実施していただくよう、ご協力をお願
いします。

掲示
掲示用のチラシは必ず使用しなければならない
のか。

使用は必須ではありません。必要に応じてご使用
ください。

掲示 掲示用のチラシはどこで取得可能か。

市ホームページ（ページ番号：80995003）にデー
タを添付しておりますので、ダウンロードしてご
活用ください。
なお、必要に応じて、適宜様式を変更していただ
いて構いません。
（例）
・緊急連絡先を同居・別居それぞれ記載する
・避難場所を1段から2段に変更する など

Q&A（ケアプランへの災害避難情報の記載について）
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本人氏名 ⻄宮 花子 
 

氏 名 ⻄宮 太郎 
関 係 ⻑男 
連絡先 090-9999-9999 

 
 

避難場所 〇〇小学校 
 
 

事業所名 〇〇ケアプランセンター 

連絡先 090-9999-9999 
 

災害に備えて緊急連絡先や 
避難場所を確認しましょう！ 

〇緊急連絡先 

〇避難場所（避難所など） 

記入日：  年  月  日 

〇ケアマネジャー 
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ケアプランへの災害避難情報の記載について 

 

⻄宮市ではケアプランに災害時の緊急連絡先や避難場所の記載をお

願いしています。防災に対する意識を高めるとともに、災害時に役立つ

ように皆様のご協力をお願いします。 

 

【目的】 

●近年、地震や台風、土砂災害など、市内においても災害が発生してい

ます。災害時に支援を必要とする方については、日ごろから家族やサ

ービス事業所等と災害に備えた話をすることが大切です。 

●緊急連絡先や避難場所の情報を共有し、災害時の安否確認やサービス

提供に活用してください。 

 

【活用方法】 

●サービス担当者会議で配布し、緊急連絡先や避難場所等の情報を共有

しましょう。なお、避難所等の情報はハザードマップで確認できます。 

●普段から目につく所に貼って、防災を意識しましょう。 

●緊急連絡先は常に最新にしておきましょう。 

⻄宮市高齢介護課 
⻄宮市福祉のまちづくり課 
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災害対策のための補助金
「地域介護・福祉空間整備等施設整備交付金」の活用について

（福祉のまちづくり課）
本補助金は、既存高齢者施設等の防火・防災対策整備に要する費用に対し、高齢者
施設等の防災体制の強化に資することを目的として補助するもので、具体的な補助
対象は以下の事業となります。

【補助対象】
・非常用自家発電設備の整備
・給水設備の整備
・水害対策強化
・感染症拡大防止のための換気設備の整備

補助額や必要書類等の詳細な情報は以下のホームページに掲載しております。
https://www.nishi.or.jp/jigyoshajoho/shakaifukushihojin/shisetsu/seibi_hojyoki
nn/tikikaigohukusikukan.html 1

令和4年度介護保険サービス事業者等に対する集団指導
⻄宮市からの伝達事項【資料⑨】
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例年のスケジュール

3〜4月にかけて実績報告、補助金の支払い。

交付決定後、事業着手。原則当該年度で事業終了。

11〜12月頃に国から市への交付決定、これを受けて法人と市の間で交付申請及び交付決定。

補助を受ける年の9〜10月頃に国の内示。これを受けて市から法人に対し内示。

補助前年の5月末までに相談及び必要書類を提出。
本市での予算措置や法人審査会による審査後、市から国へ事前協議。

補助前年の2〜3月頃にホームページを更新。（補助対象や必要書類の公開）

2

令和4年度介護保険サービス事業者等に対する集団指導
⻄宮市からの伝達事項【資料⑨】
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注意事項とお願い

・スケジュールの例外として、国の補正予算による2次協議などがある場合があ
ります。
その際も当該ホームページ上で募集する予定であるため、随時確認してください。

・補助金はすべて国及び市の予算措置が前提となるため、補助は一部又は全部が
出ないこと、事業所によっては補助対象でないこともあります。

・不明な点等があれば、福祉のまちづくり課・施設・介護人材対策推進チーム
（0798-35-3050）まで問合せ、相談してください。

3

令和4年度介護保険サービス事業者等に対する集団指導
⻄宮市からの伝達事項【資料⑨】
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